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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 119,021 123,599 123,792 141,884 147,421

経常利益 (百万円) 3,541 4,272 4,101 5,630 5,737

当期純利益 (百万円) 2,090 2,468 2,796 3,830 5,440

包括利益 (百万円) 1,973 2,194 3,501 5,569 8,025

純資産額 (百万円) 35,269 37,004 40,088 46,280 54,961

総資産額 (百万円) 74,393 78,860 82,674 88,233 100,560

１株当たり純資産額 (円) 1,411.85 1,481.25 1,604.81 1,775.66 2,056.96

１株当たり当期純利益金額 (円) 83.82 98.99 112.16 153.13 209.09

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 47.3 46.8 48.4 52.4 53.2

自己資本利益率 (％) 6.1 6.8 7.3 8.9 10.9

株価収益率 (倍) 8.1 6.4 6.7 7.6 7.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △190 3,175 1,992 1,552 2,193

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △93 △1,020 △2,752 △311 △3,070

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △480 △731 △735 199 △896

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 12,166 13,520 12,183 14,080 12,935

従業員数 (名) 1,012 1,020 1,020 998 1,192
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第82期、第83期、第84期、第85期及び第86期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

３ 当社は、平成27年４月１日を効力発生日として、普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行っておりま

す。「１株当たり純資産額」「１株当たり当期純利益金額」につきましては、当該株式分割が第82期の期首

に行われたと仮定し算出しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 102,994 107,259 103,854 110,986 110,888

経常利益 (百万円) 2,795 3,337 2,971 4,015 4,222

当期純利益 (百万円) 1,419 1,487 1,826 2,466 2,666

資本金 (百万円) 5,692 5,692 5,692 5,874 5,874

発行済株式総数 (千株) 21,381 21,381 21,381 21,687 21,687

純資産額 (百万円) 31,776 32,642 34,471 38,713 42,258

総資産額 (百万円) 65,748 70,104 71,633 74,434 78,285

１株当たり純資産額 (円) 1,274.37 1,309.09 1,382.47 1,487.78 1,624.09

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
22.00 20.00 20.00 23.00 23.00

(10.00) (10.00) (10.00) (10.00) (11.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 56.91 59.65 73.26 98.57 102.48

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.3 46.6 48.1 52.0 54.0

自己資本利益率 (％) 4.5 4.6 5.4 6.7 6.6

株価収益率 (倍) 11.9 10.7 10.3 11.8 14.7

配当性向 (％) 32.2 27.9 22.7 19.4 18.7

従業員数 (名) 780 766 747 737 734
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第82期、第83期、第84期、第85期及び第86期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

３ 第82期の１株当たり配当額22円には、創業90周年記念配当２円を含んでおります。

４ 第85期の１株当たり配当額23円には、特別配当１円を含んでおります。

５ 当社は、平成27年４月１日を効力発生日として、普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行っておりま

す。「１株当たり純資産額」「１株当たり当期純利益金額」につきましては、当該株式分割が第82期の期首

に行われたと仮定し算出しております。
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２ 【沿革】
 

大正10年９月 大阪市北区において電気関係製品の卸売業と電気工事業を目的として個人経営

で立花商会を創業

昭和６年２月 合資会社に改組。大阪市東区に移転

昭和22年７月 三菱電機㈱と特約店契約を締結

昭和23年７月 ㈱立花商会を設立。本店を大阪市東区に置く

昭和23年12月 ㈾立花商会を吸収合併し、同社が締結した三菱電機㈱との特約店契約を継承

昭和32年３月 東京都大田区に東京支店(現、東京支社 東京都港区)開設

昭和36年５月 大阪市西区に本店移転

昭和36年５月 堺市堺区に堺支店(現、南大阪支店)開設

昭和36年７月 名古屋市千種区に名古屋支店(現、名古屋支社 名古屋市東区)開設

昭和37年３月 三菱電機㈱との特約店契約を改め代理店契約を締結

昭和38年５月 神戸市兵庫区に神戸営業所(現、神戸支店 神戸市中央区)開設

昭和41年１月 東京都町田市に町田営業所(現、神奈川支店 横浜市神奈川区)開設

昭和45年１月 貿易課を新設し、海外取引を開始

昭和49年３月 一般建設業の建設大臣許可を取得

昭和49年８月 特定建設業の建設大臣許可を取得

昭和54年６月 立花冷暖房サービス㈱(現、㈱立花宏和システムサービス)を設立

昭和57年８月 シンガポールにシンガポール駐在員事務所開設

昭和61年５月 大阪証券取引所(現、東京証券取引所)の市場第二部特別指定銘柄(新二部)に株式上場

昭和62年８月 シンガポールのタチバナセミコンダクターズ(シンガポール)社(現、タチバナセールス(シ

ンガポール)社)の全株式を取得[現・連結子会社]

昭和63年５月 香港に香港駐在員事務所開設

平成２年９月 大阪証券取引所(現、東京証券取引所)の市場第二部銘柄に指定

平成４年３月 香港のタチバナセミコンダクターズ(香港)社(現、タチバナセールス(香港)社)の全株式を

取得[現・連結子会社]

平成９年２月 台湾に台湾立花股份有限公司を設立[現・連結子会社]

平成11年２月 研電工業㈱の全株式を取得[現・連結子会社]

平成12年７月 ㈱タチバナソリューションズプラザを設立

平成13年９月 「株式会社立花商会」から「株式会社立花エレテック」に商号変更

平成14年12月 タチバナセールス(香港)社の全額出資により立花機電貿易(上海)有限公司を設立

[現・連結子会社]

平成16年３月 東京証券取引所の市場第二部に株式上場

平成16年８月 ㈱宏和工業(現、㈱立花宏和システムサービス)の全株式を取得

平成16年８月 ㈱太洋商会（現、㈱大電社）の全株式を取得

平成17年３月 東京証券取引所並びに大阪証券取引所(現、東京証券取引所)市場第一部に指定

平成19年１月 タチバナセールス(香港)社の全額出資によりタチバナセールス(韓国)社を設立

[現・連結子会社]

平成19年３月 タチバナセールス(シンガポール)社の全額出資によりタチバナセールス(バンコク)社を設

立[現・連結子会社]

平成19年10月 ㈱テクネットの株式を追加取得[現・連結子会社]

平成22年１月 ㈱大電社の普通株式に対する公開買付を実施[現・連結子会社]

平成22年３月 ㈱宏和工業と立花イーエス㈱（旧・立花冷暖房サービス㈱）を合併し、㈱立花宏和システ

ムサービスを設立[現・連結子会社]
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平成24年３月 立花オーバーシーズホールディングス社を海外子会社の持株会社として香港に設立[現・連

結子会社]

平成24年６月 ㈱高木商会[現・連結子会社]との資本業務提携契約を締結

平成24年12月 ルネサス エレクトロニクス販売㈱より事業の一部移管を受け入れるため㈱立花デバイスコ

ンポーネントを設立[現・連結子会社]

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の経営統合に伴い、大阪証券取引所市場第一部は東京証

券取引所市場第一部へ統合

平成26年１月 ㈱タチバナソリューションズプラザの当社保有株式を全株売却

平成26年２月 立花オーバーシーズホールディングス社の全額出資によりタチバナセールス(インドネシ

ア)社を設立[現・連結子会社]

平成26年12月 ㈱高木商会の株式を追加取得し連結子会社化[現・連結子会社]

平成27年４月 ㈱大電社を存続会社、㈱太洋商会を消滅会社として、㈱大電社と㈱太洋商会が合併[現・連

結子会社]
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３ 【事業の内容】

当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）は、子会社15社で構成され、ＦＡ機器・産業機械、半導体・電子デ

バイス、設備機器及び産業デバイスの販売を主にこれらに附帯する保守・サービス等の事業を営んでおります。

当社及び当社の関係会社の事業における当社及び関係会社の位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであ

ります。

セグメントの名称 主要な会社

ＦＡシステム事業

（国内）当社、研電工業㈱、㈱太洋商会、㈱テクネット、㈱大電社、㈱高木商会

（海外）立花オーバーシーズホールディングス社、タチバナセールス(香港)社、立花機電

貿易(上海)有限公司、タチバナセールス(韓国)社、タチバナセールス(バンコク)

社、タチバナセールス(インドネシア)社

半導体デバイス事業

（国内）当社、㈱立花デバイスコンポーネント

（海外）立花オーバーシーズホールディングス社、タチバナセールス(シンガポール)社、

タチバナセールス(香港)社、台湾立花股份有限公司、立花機電貿易(上海)有限公

司、タチバナセールス(韓国)社、タチバナセールス(バンコク)社

施設事業 （国内）当社、㈱立花宏和システムサービス

産業デバイス

コンポーネント事業

（国内）当社

（海外）立花オーバーシーズホールディングス社、立花機電貿易(上海)有限公司

その他
（国内）当社

（海外）立花オーバーシーズホールディングス社、台湾立花股份有限公司
 

(注) 当連結会計年度より、従来の「情報通信事業」から「産業デバイスコンポーネント事業」にセグメント名称を変

更しております。

 
当社企業グループを構成する連結子会社は、次のとおりであります。

 

 連結子会社 研電工業㈱ 電気機械器具の販売及び修理

 
 ㈱立花宏和システムサービス

空調、衛生、給排水の管工事・メンテナンス

サービス

  ㈱太洋商会 電気機械器具の販売

  ㈱テクネット 電気機械器具の販売

  ㈱大電社 電機、電子機器用部品の販売

 
 ㈱立花デバイスコンポーネント

半導体、電子部品、電子機器等の開発、設

計、製造、販売、保守

  ㈱高木商会 ＦＡ機器、産業機械、電子機器等の販売

  立花オーバーシーズホールディングス社 海外子会社の統括管理業務

 
 タチバナセールス(シンガポール)社

半導体、半導体部品材料、電子デバイス品の

販売

  タチバナセールス(香港)社 半導体、防犯機器の販売

  台湾立花股份有限公司 電気機器、電子機器の輸出入販売

  立花機電貿易(上海)有限公司 ＦＡ機器、産メカ製品、半導体の販売

  タチバナセールス(韓国)社 ＦＡ機器、半導体、電子デバイス品の販売

  タチバナセールス(バンコク)社 産メカ製品、半導体、電子デバイス品の販売

  タチバナセールス(インドネシア)社 産業用電機品、産業機械の販売及びサポート
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以上の企業グループについて事業の系統図を示すと次のとおりであります。

 

　

(注) １ 平成26年12月25日付で、当社は㈱高木商会の株式（33.33％）を追加取得し当社の連結子会社といたしました。

２ 平成27年４月１日付で、㈱大電社は㈱太洋商会を吸収合併いたしました。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

（連結子会社）
研電工業㈱

大阪市
西淀川区

30

(注)１

100.0
三菱電機製電気機器を当社が販売
電気機器を当社へ修理販売
役員の兼任等…1名

㈱立花宏和システムサービス
兵庫県
尼崎市

100 100.0 冷熱・空調機器等を当社が販売

㈱太洋商会
大阪市
浪速区

10 100.0
三菱電機製電気機器を当社が販売
役員の兼任等…２名

㈱テクネット
三重県
四日市市

10 51.0 三菱電機製電気機器を当社が販売

㈱大電社
大阪市
浪速区

480 100.0
三菱電機製電気機器を当社が販売
役員の兼任等…２名

㈱立花デバイスコンポーネント
東京都
千代田区

350 100.0 コンポーネント品等を当社へ販売

㈱高木商会
東京都
大田区

310 81.2
ＦＡ機器、情報通信機器等を当社が
販売

立花オーバーシーズホールディングス社
中国
(香港)

千ＨＫ.＄

36,882
 

100.0
当社の海外子会社を統括管理
役員の兼任等…２名

タチバナセールス(シンガポール)社
シ ン ガ
ポール

千Ｓ.＄

200

 

100.0
(100.0)

ルネサス エレクトロニクス製等の半
導体を当社が販売
半導体を当社へ販売
役員の兼任等…２名

タチバナセールス(香港)社
中国
(香港)

千ＨＫ.＄

1,001

 

100.0
(100.0)

ルネサス エレクトロニクス製等の半
導体を当社が販売
半導体を当社へ販売
役員の兼任等…２名

台湾立花股份有限公司 台湾
千ＮＴ.＄
5,000
 

100.0
(100.0)

電子部品、電子機器の調達及び販売
役員の兼任等…２名

立花機電貿易(上海)有限公司
中国
(上海)

千ＵＳ.＄

1,500

 

100.0
(100.0)

三菱電機製ＦＡ機器、産メカ製品及
びルネサス エレクトロニクス製等の
半導体を当社が販売
役員の兼任等…２名

タチバナセールス(韓国)社 韓国
千ウォン
250,000

 

100.0
(100.0)

ＦＡ機器及びルネサス エレクトロニ
クス製半導体を当社が販売
役員の兼任等…２名

タチバナセールス(バンコク)社 タイ
千バーツ
105,000

 

100.0
(100.0)

産メカ製品及び半導体を当社が販売
役員の兼任等…２名

タチバナセールス(インドネシア)社
インドネ
シア

千ＵＳ.＄
500

100.0
(100.0)

産メカ製品を当社が販売
役員の兼任等…２名

 

(注) １ 主要な事業の内容は、「第１ 〔企業の概況〕 ３〔事業の内容〕」において記載しているため、記載を省略

しております。

２ 「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成27年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

ＦＡシステム事業 627

半導体デバイス事業 263

施 設 事 業 96

産業デバイスコンポーネント事業 30

その他 92

全社（共通） 84

合      計 1,192
 

(注) １ 従業員数は、当社企業グループから当社企業グループ外への出向者を除き、当社企業グループ外から当社企

業グループへの出向者を含む就業人員数であります。

２ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

３ 従業員数が前期末と比べて194名増加しておりますが、その主な理由は、平成26年12月25日付で株式会社高木

商会を連結子会社化したためであります。

４ 当連結会計年度より、従来の「情報通信事業」から「産業デバイスコンポーネント事業」にセグメント名称

を変更しております。

 

(2) 提出会社の状況

平成27年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

734 41.7 16.5 7,153
 

 

セグメントの名称 従業員数（名）

ＦＡシステム事業 300

半導体デバイス事業 154

施 設 事 業 77

産業デバイスコンポーネント事業 29

その他 90

全社（共通） 84

合      計 734
 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

４ 当連結会計年度より、従来の「情報通信事業」から「産業デバイスコンポーネント事業」にセグメント名称

を変更しております

 

(3) 労働組合の状況

当社企業グループには労働組合は組織されておらず、該当事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における経済環境は、消費税増税や円安による原材料価格の上昇などの懸念要素を抱えながら

も、政府による景気対策や日銀の金融政策により円安・株価上昇が進み、企業収益は緩やかな回復基調で推移い

たしました。

当社企業グループにおける業界におきましても、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動が懸念されましたが、

その影響は軽微に留まり、自動車関連・ＬＥＤ照明・建機関連などに牽引されて販売は堅調に推移いたしまし

た。

海外においては、昨年４月インドネシアに産業用電機品、産業機械を販売する現地法人を設立するとともに、

11月には中国の青島に半導体デバイスを中心に販売する営業所を開設いたしました。国内では、福山営業所を広

島支店として広島市に移転し、従来の産業メカトロニクス製品に加え、ＦＡ機器製品の取り扱いも開始いたしま

した。

また、当社の新たな取り組みとしてロボットシステム営業プロジェクトを発足させ、自社保有技術を核とした

システムソリューションビジネスの体制整備に取り組んでまいりました。

当連結会計年度の業績は、基幹事業であるＦＡシステム事業及び半導体デバイス事業が伸長するとともに、昨

年12月に株式会社高木商会を更なる連結シナジー効果を高めるため連結子会社化したことにより、当第４四半期

の当社企業グループの増収に大きく寄与いたしました。

利益面では、数年来取り組んできた体質改善プロジェクト「Ｃ.Ａ.Ｐ. ＵＰ 1500」の活動を通じ、業務の改

善・効率化意識の高まりがコスト削減効果として表れるとともに、基幹事業の主力製品の好調などにより、営業

利益、経常利益は増益となり、持分法適用関連会社であった株式会社高木商会の株式追加取得に伴う負ののれん

発生益40億75百万円から段階取得に係る差損24億75百万円を差し引いた、子会社化関連損益15億99百万円が特別

利益に加わり、当期純利益は前年同期比42.0％増加と大幅な増益となりました。

その結果、売上高1,474億21百万円（前年同期比 3.9％増）、営業利益48億60百万円（前年同期比11.3％増）、

経常利益57億37百万円（前年同期比1.9％増）、当期純利益54億40百万円（前年同期比42.0％増）となり、利益項

目全てにおいて過去最高益となりました。

 

セグメント別については以下のとおりであります。　

 

〔ＦＡシステム事業〕

売上高: 717億41百万円（前年同期比7.5％増）、営業利益: 33億38百万円（前年同期比29.7％増）

ＦＡ機器分野は、自動車関連・ＬＥＤ照明・建機関連などの分野でプログラマブルコントローラーやインバー

ター、ＡＣサーボなどの主力商品が好調に推移するとともに、電磁開閉器や漏電遮断器などの配電制御機器も堅

調に推移いたしました。

産業機械分野は、製造ライン向け自動化設備の受注が好調に推移するとともに、「ものづくり補助金」の継続

等により設備投資意欲が活性化され、レーザー加工機や工作機械が好調に推移いたしました。

なお、昨年12月に連結子会社化した株式会社高木商会が売り上げに大きく寄与いたしました。

 

〔半導体デバイス事業〕　

売上高: 533億80百万円（前年同期比3.0％増）、営業利益: 12億77百万円（前年同期比6.0％減）

半導体分野は、自動車関連及びＯＡ機器向けのロジックＩＣが好調に推移するとともに、民生品向けパワーモ

ジュールが堅調に推移いたしました。

一方、電子デバイス分野は、ＯＡ機器分野向けの電子デバイスは堅調となり、メモリーカードは自動車関連向

けで伸長したものの、デジタル製品関連向けで減少いたしました。半導体デバイス事業全体としては総じて堅調

に推移いたしました。
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〔施設事業〕

売上高: 126億67百万円（前年同期比3.6％減）、営業利益:２億９百万円 （前年同期比26.4％減）

施設事業分野は、政府の投資減税効果もありビル用マルチエアコンや店舗用パッケージエアコン並びにＬＥＤ

照明が大幅に伸長するとともに、ビル用入退室管理システムや公共建物向けの監視設備なども売り上げに大きく

貢献いたしました。一方、昨年夏の天候不順、住宅着工戸数の減少並びに消費税増税の反動の影響でルームエア

コンや換気扇等の住機品は減少いたしました。

 

〔産業デバイスコンポーネント事業〕

売上高: 43億79百万円（前年同期比19.1％減）、営業利益: 89百万円（前年同期比3.8％増）

産業デバイスコンポーネント事業分野は、従来の事業体質の変革に取り組み、産業用デジタル系製品を中心に

エンベデッド機器やネットワーク機器、映像機器など産業用コンポーネント製品の販売に注力した結果、コン

ポーネントビジネスは堅調に推移いたしました。一方、産業用コンポーネントビジネスに特化した結果、ソフト

エンジニアリングは大幅に減少いたしました。

 

〔その他〕

売上高: 52億52百万円（前年同期比11.2％増） 、営業損失: 55百万円（前年同期は61百万円の利益）

ソリューション事業分野は、「省エネ改修補助金」を活用した空調・給湯設備の更新案件により冷熱設備シス

テムが伸長いたしましたが、太陽光発電システムは大幅な減少となりました。

ＭＳ事業分野は、介護ベッド関連向けや給湯器向け電子機器の製造受託が伸長するとともに、立体駐車場の取

り扱い品種の増加に伴い金属部材が大幅に増加いたしました。

 
※ 当連結会計年度より、従来の「情報通信事業」から「産業デバイスコンポーネント事業」にセグメント名称を変更しております。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当社企業グループの当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、129億35百万円となり前連結会

計年度末より11億44百万円減少いたしました。

 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、21億93百万円の収入（前連結会計年度は15億52百万円の収入）となり

ました。主な内容は、税金等調整前当期純利益73億33百万円などの増加、仕入債務の減少17億20百万円及び法人

税等の支払額20億18百万円などの減少であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、30億70百万円の支出（前連結会計年度は３億11百万円の支出）となり

ました。主な内容は、有形固定資産の取得による支出18億３百万円、投資有価証券の取得による支出15億34百万

円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、８億96百万円の支出（前連結会計年度は１億99百万円の収入）となり

ました。主な内容は、長期借入金の返済による支出４億26百万円、配当金の支払額による支出５億19百万円であ

ります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ＦＡシステム事業 71,741 107.5

半導体デバイス事業 53,380 103.0

施設事業 12,667 96.4

産業デバイスコンポーネント事業 4,379 80.9

その他 5,252 111.2

合計 147,421 103.9
 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ＦＡシステム事業 60,772 110.9

半導体デバイス事業 46,850 102.6

施設事業 11,134 98.3

産業デバイスコンポーネント事業 3,575 75.4

その他 6,011 94.6

合計 128,345 104.4
 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２ 上記金額は、実際仕入額によっております。
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３ 【対処すべき課題】
　

(1) 経営の基本方針

当社グループは、「電機・電子の技術商社として、優れた商品を最新の技術と共に産業界のお客様にお届けす

ることを通じて社会の発展に貢献する」との経営理念に基づき、グループとして国内、海外での事業展開を加速

し、お客様に満足いただける製品・サービスの提供をひとつひとつ丁寧に行うことを以って厳しい経営環境を乗

り越えてまいります。

６年後の来たる2021年の100周年を見据えて、当期（平成28年３月期）を初年度とする６カ年の中長期経営計画

『Ｃ.Ｃ.Ｊ2200』に取り組んでまいります。

「Ｃ」チェンジ（変革）、「Ｃ」チャレンジ（挑戦）を継続することで、「Ｊ」大きくジャンプアップ（飛躍）

し、連結売上高2,200億円を目指してまいります。

具体的には、以下の基本戦略に従って中長期にわたる業容拡大を図ってまいります。

 
〔地域のサービスレベルの均一化〕

今後の成長が大きく期待される関東、中部地区において、弊社の営業担当である東京、名古屋支社の商品力・

提供サービス力を本社レベルまで引き上げることで、潜在需要を確実に取り込んでまいります。特に施設並びに

産業メカトロニクスなどのポテンシャルの高い分野に注力していくため、人材のシフトも含めて必要な経営資源

を投入してまいります。

 
〔半導体デバイス事業をグローバル事業として強化〕

今後の国内半導体市場はさらに海外シフトによりグローバル化が進むことから、国内外一体化した組織体制で

特に海外での徹底したローカル化を推進してまいります。

 
〔自社保有技術の蓄積によるシステムソリューションビジネス強化〕

名実ともに「技術商社」になるべく、自社保有技術の蓄積・システム商材の開発に努め、ロボットなど次世代

のシステム販売を得意とする「革新的技術商社」へと進化してまいります。

 
〔施設事業を第三の柱として主要事業化〕

今後の著しい成長が期待される関東、中部地区を担当する東京、名古屋支社の施設事業において人材を積極的

に投入し営業能力を引き上げ、第三の柱となる事業に育ててまいります。

 
〔子会社とのシナジー効果アップ〕

相互の商品、技術、顧客などの検証を行い、グループとしての相乗効果をあげてまいります。

 
〔海外ビジネス強化〕

従来の拠点拡張策から既存拠点の充実策に軸足を移してまいります。

ローカル営業マンの増員と教育に努め、他方ＦＡＥ(フィールドアプリケーションエンジニアリング)人員の強

化を図ってまいります。

 
〔ＣＳＲ経営の推進〕

ＣＳＲ経営は企業の社会的使命との認識の下、コンプライアンスの徹底、ガバナンスの強化はもとより、環境

にも資する事業活動を通じて、広く社会の信頼に応えてまいります。
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(2) 買収防衛策について

当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的に、平成19年６月28日開催の

第78回定時株主総会において、株主の皆様にご承認をいただき「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収

防衛策）」を導入いたしました。

その後、平成22年５月24日開催の当社取締役会において、かかる買収防衛策を一部変更及び継続することを決議

し、変更後の「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下、「旧プラン」といいます。）

の継続について、平成22年６月29日開催の第81回定時株主総会において株主の皆様にご承認をいただきました。

また、この旧プランは、その有効期間が「株主の皆様のご承認をいただいた時から、承認後３年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会（平成25年６月開催）の終結の時まで」となっていたことから、

当社取締役会は、旧プランの廃止、内容の変更、継続等について、平成20年６月30日付企業価値研究会の報告書

「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」及び近時の経済情勢等を踏まえ慎重に検討を重ねてまいり

ましたが、平成25年５月27日開催の当社取締役会において、旧プランを踏襲しつつ内容を一部変更の上、平成25年

６月27日開催の第84回定時株主総会に付議し、大規模買付行為がなされた場合の対応方針に関する「当社株式の大

規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下、「本プラン」という。）継続について、株主の皆様のご承

認を得ております。

 

Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

確保し、向上に資する者が望ましいと考えております。

もっとも、当社は、公開会社として当社株式の自由な売買を株式市場に委ねている以上、会社を支配する者

の在り方は、最終的には株主の皆様の意思に基づき決定されるべきであり、会社の支配権の移転を伴う買付提

案に応じるか否かの判断も、最終的には当社株式を保有する株主の皆様のご判断に委ねられるべきものである

と考えます。加えて、かかる支配権の移転を伴う買付提案が、当社取締役会の賛同を得ずに行われる行為で

あっても、当社や株主の皆様の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものでもありません。

しかしながら、当社株式の大規模買付行為や買付提案の中には、株主の皆様に株式の売却を事実上強要する

おそれがあるもの、株主の皆様が買付の条件等について検討することや当社取締役会が代替案を提案するため

の充分な時間や情報を提供しないもの、買付者の提示した条件が当社の企業価値に照らして著しく不十分また

は不適切であるもの等、株主共同の利益を毀損しかねないものも考えられます。

このような大規模買付者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと判

断します。

将来当社が、このような濫用的な買収行為の対象となった場合、当社や株主の皆様の利益に資するものであ

るか否かを株主の皆様に合理的かつ適切に判断していただくためには、当社取締役会は大規模買付者との交渉

に必要かつ十分な機会を確保し、大規模買付者の提案や当社取締役会の評価意見並びに代替案等の情報を株主

の皆様にご提供することが重要であると考えております。

以上のことを考慮した結果、当社は、大規模買付行為において株主の皆様に合理的かつ適切なご判断をして

いただくための情報を提供するためには、当社が事前警告型買収防衛策として設定した本プランを継続し、大

規模買付者には大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供していただき、当社

取締役会として一定の評価期間を設けることが当社並びに株主全体の利益を守るために必要であると考えてお

ります。
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Ⅱ．本プランの概要

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、大規模買付

者の議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、または、結果として議決権割合が

20％以上となる当社株券等の買付行為に関する事前警告型の買収対応策です。

大規模買付者には、予め本プランに定められたルール（以下、「大規模買付ルール」という。）に従ってい

ただくことといたします。

大規模買付ルールは、株主の皆様に合理的かつ適切なご判断をしていただくための情報を提供するため、大

規模買付行為が実行される前に、当社取締役会が、大規模買付行為の評価・検討を行う上で必要かつ十分な情

報（以下、「大規模買付情報」という。）の提供を大規模買付者に求め、当社取締役会による一定の評価期間

が経過した後に、大規模買付行為を開始することを認める、というものです。

なお、当社取締役会が、大規模買付行為に関して一定の評価を行うにあたり、本プランを適正に運用すると

ともに当社取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するため、当社取締役会から独立した特別委

員会を設置いたします。

当社取締役会は、大規模買付行為に対し、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で、新株予約権無償割当て

の発行等、会社法、金融商品取引法、その他の法律が認めるその時点で最も適した対抗措置（以下、「対抗措

置」という。）を発動するか否かについて、決議するものとします。

 

本プランで定める手続きの流れは次のとおりです。

①　大規模買付者に対し、当社取締役会宛に大規模買付ルールに従う旨の意向表明書の提出を求めます。

② 当社取締役会は、事前に大規模買付者から当該大規模買付行為に関する大規模買付情報の提供を求め、

それらの情報の検討等を行う時間を確保いたします。

③　当社取締役会は、大規模買付者より提供された情報について、特別委員会に提供するとともに一定の評

価・検討を行った上で、株主の皆様に当社取締役会としての評価意見や必要に応じて代替案を提供いた

します。

④　当社取締役会は、当該大規模買付行為に対し、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の発

動をするか否かについて、決議するものとします。

なお、特別委員会は、対抗措置の発動をするか否かについての勧告に際し、株主の皆様の意思確認を行

うための会社法上の株主総会（以下、「株主確認総会」という。）を開催すべき旨を併せて勧告できる

ものとします。

 

なお、本プランの詳細については、当社ホームページ（http://www.tachibana.co.jp/）に掲載しておりま

す。
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Ⅲ　本プランの合理性

１. 買収防衛策に関する指針の要件の充足

本プランは、平成17年５月27日に経済産業省及び法務省により策定・公表された「企業価値・株主共同の

利益の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」及び平成20年６月30日に経済産業省の企業価値研

究会により策定・公表された「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛の在り方」並びに東京証券取引所の

有価証券上場規程第440条に定める買収防衛策の導入に係る尊重事項を踏まえ、これらの指針等を充足する設

計としております。

 

２. 株主総会決議による導入と有効期間等を定めたサンセット条項の設定

本プランは、株主の皆様の意思を尊重するために、株主総会のご承認を経て導入されるものであり、本プ

ランの決定機関を明確にするために、当社定款に本プランに導入等の決定機関を定めております。

本プランの有効期間につきましても、平成25年６月27日開催の当社第84回定時株主総会において、株主の

皆様のご承認をいただいた時から、承認後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会（平成28年６月開催予定）の終結の時までと定めております。

なお、本プランが有効期間中であっても当社株主総会あるいは当社取締役会の決議によって、本プランを

廃止できるものとしております。

以上のことから、本プランは、株主の皆様の意思に基づくものと考えております。

 

３. 特別委員会の意見の最大限の尊重

当社取締役会は、大規模買付者が提出した大規模買付情報が大規模買付ルールを遵守しているか否か、あ

るいは当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるものであるか否かの判断について、当

社取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するため、当社取締役会から独立した特別委員会の

意見を最大限尊重いたします。

 

４. 対抗措置の発動における株主意思の反映機会の確保

本プランは、大規模買付行為に対する対抗措置の発動については、原則として取締役会の決議により決定

いたしますが、株主の皆様の意思を尊重するために、株主確認総会のご承認を経て対抗措置の発動または発

動しないことを決定することもできるものとし、当社定款に対抗措置の発動に関する決定機関を定めており

ます。

 

５．デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会または株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも廃

止または変更することができるものとされておりますので、いわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会

の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社は取締役の任期を１年としているため、本対応方針はスローハンド型買収防衛策（取締役会の

構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもあ

りません。
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４ 【事業等のリスク】

　当社企業グループの経営成績及び財務状況などに影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり

ます。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社企業グループが判断したものであ

ります。

 

(1) 経済状況の変動について

当社企業グループは、電子・情報機器製品並びに半導体デバイス製品の販売を主な事業とする企業であり、取

引先は製造業を中心としながらも幅広い業種に及んでおります。各取引先の状況は、経済状況の変動により、そ

の各々の業界における需要の低下や設備投資の減少などにより影響を受けるため、当社企業グループの経営成績

及び財政状況もその影響を受ける可能性があります。

(2) 主要取引先との関係について

当社企業グループの主な取扱品目は、インバーター、サーボ、プログラマブルコントローラーなどのＦＡ機器

製品とメモリー、マイコン、ＡＳＩＣなどの半導体製品であり、仕入先としては、三菱電機株式会社並びにルネ

サス エレクトロニクス株式会社からの仕入が中心となっております。従いまして、当社企業グループの経営成績

及び財政状況は、これら主要仕入先の事業戦略などにより影響を受ける可能性があります。また、当社企業グ

ループが商品を供給している主要取引先についてもその市場戦略、商品戦略の動向により同様に影響を受ける可

能性があります。

(3) 製品の品質と責任について

当社企業グループが販売するシステムや独自に開発したソフトウエアについては、その一部の製品作りにおい

て外部の会社を活用する場合があります。

製品の品質管理については品質保証の専任部署を設置し、取引先に対して品質保証が維持できるよう努めてお

りますが、提供した製品やサービスに欠陥などの問題があった場合には、当社企業グループとして、そのことに

よって生じた損害の責任を負う可能性があります。

(4) 自然災害の発生について

当社企業グループは、大規模な地震やその他の自然災害が発生した場合、社屋の損壊、本社機能をはじめ物流

機能及び営業機能の停止、停電や交通網の遮断等による事業環境の悪化等の影響により、商品販売に支障を来た

し、当社企業グループの経営成績及び財政状況もその影響を受ける可能性があります。

(5) 債権回収について

当社企業グループは、取引先の定期調査分析を実施するなど、与信管理に細心の注意を払っておりますが、取

引先の資金繰りの急激な悪化や倒産などにより、債権が回収不能となり貸倒損失が発生する可能性があります。

(6) 為替レートの変動について

当社企業グループの事業には海外顧客への商品販売及び海外仕入先からの調達があります。各地域における売

上、費用、資産を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表上円換算されております。換算時の為替レートによ

り、これらの項目は現地通貨における価値が変わらなかったとしても、為替相場の変動により円換算後の数値が

影響を受ける可能性があります。

　当社企業グループは、外国為替相場の変動リスクを軽減するため、先物為替予約等による通貨ヘッジ取引を行

い、米ドル及び円を含む主要通貨間の為替レートの変動による影響を最小限に止める努力をしておりますが、為

替予約のタイミングや急激な為替変動は、当社企業グループの業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。

(7) 財務構造について

当社企業グループは、売上債権の回転期間と比較して仕入債務の回転期間が短くなっております。そのため、

売上の増加に伴い運転資金の需要が発生することから、この運転資金を金融機関など外部から調達する財務構造

となっております。

このため、今後の当社企業グループの販売動向、金融市場での金利動向及び金融機関の貸出姿勢の変化によ

り、当社企業グループの経営成績及び財政状況が影響を受ける可能性があります。
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(8) 退職給付債務について

当社企業グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算で設定される前提条件や年金資産の期

待収益率で算出されます。

今後の割引率の低下や運用利回りの変化により、退職給付費用の増加をもたらす可能性があります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

平成27年３月31日現在における主な代理店契約等は次のとおりであります。
　

契約会社名 相手先 契約内容 契約期間

㈱立花エレテック 三菱電機㈱

機器事業部扱い製品の特約販売
昭和59年４月から１か年
(１年ごとの自動更新)

半導体製品の特約販売
平成８年４月から１か年
(１年ごとの自動更新)

通信・ＮＴＴ事業部扱い製品の販売
平成12年４月から１か年
(１年ごとの自動更新)

社会システム事業部・社会情報システム
事業部扱い製品の販売

平成14年４月から１か年
(１年ごとの自動更新)

㈱立花エレテック
ルネサス エレク
トロニクス㈱

半導体の特約販売
平成25年10月から１か年
(１年ごとの自動更新)

㈱立花エレテック
タッチパネル・シ
ステムズ㈱

タッチパネルモニターの販売
平成22年10月から１か年
(１年ごとの自動更新)

 

 

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社企業グループが判断したものであります。

 

(1) 当連結会計年度の財政状態の分析

当連結会計年度の連結貸借対照表は、株式会社高木商会が持分法適用関連会社から連結子会社になったことによ

る影響が含まれております。

当連結会計年度における資産合計は1,005億60百万円となり、前連結会計年度に比べ123億27百万円増加いたしま

した。

流動資産は788億４百万円となり、前連結会計年度に比べ92億55百万円増加いたしました。この主な要因は、受取

手形及び売掛金の増加83億82百万円、商品の増加16億88百万円、現金及び預金の減少８億48百万円によるものであ

ります。

固定資産は217億56百万円となり、前連結会計年度に比べ30億71百万円増加いたしました。この主な要因は建物及

び構築物の増加８億67百万円、土地の増加16億11百万円によるものであります。

当連結会計年度における負債合計は455億98百万円となり、前連結会計年度に比べ36億46百万円増加いたしまし

た。

流動負債は427億27百万円となり、前連結会計年度に比べ31億69百万円増加いたしました。この主な要因は、支払

手形及び買掛金の増加25億80百万円によるものであります。

固定負債は28億71百万円となり、前連結会計年度に比べ４億76百万円増加いたしました。この主な要因は繰延税

金負債の増加６億97百万円、負ののれんの減少３億75百万円によるものであります。

当連結会計年度における純資産合計は549億61百万円となり、前連結会計年度に比べ86億80百万円増加いたしまし

た。この主な要因は利益剰余金の増加47億60百万円、その他有価証券評価差額金の増加17億37百万円によるもので

あります。

 
(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

① 売上高

売上高は、前連結会計年度より55億36百万円増加し、1,474億21百万円（前年同期比3.9％増）となりました。総

じて企業収益が緩やかな回復基調による経済環境の中で、基幹のＦＡシステム事業、半導体デバイス事業の２事業

を中心に伸長いたしました。ＦＡシステム事業は、幅広い業界に対して、主力のプログラマブルコントローラーや

インバーター、ＡＣサーボ並びに産業機械が好調に推移し、加えて昨年12月に連結子会社化した株式会社高木商会

の売上が寄与し事業全体で前年に比して7.5％の伸長、また、半導体デバイス事業は、自動車関連及びＯＡ機器向

けのロジックＩＣが好調に推移し、民生品向けパワーモジュールも堅調に推移したことにより、前年に比して

3.0％伸長いたしました。

② 売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は、売上高の増収に伴い前連結会計年度より40億54百万円増加し、1,285億18百万円（前年同期比3.3％

増）となりました。また、売上高に対する売上原価の比率については、利益率の改善などを反映して0.5ポイント

減少し、87.2％となっております。

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度より９億88百万円増加し、140億42百万円（前年同期比7.6％増）とな

りました。これは、昨年11月に東京で自社ビルを購入したことに伴う費用が発生したことや売上高の増収に伴う物

流費用の増加並びに株式会社高木商会の連結子会社化により増加いたしました。

③ 営業外損益

営業外収益は、前連結会計年度より４億６百万円減少し、11億15百万円となりました。この主な要因は、株式会

社大電社の連結子会社化による負ののれん償却額の終了による１億25百万円の減少と株式会社高木商会との業務提

携が持分法適用関連会社から連結子会社に変わることでの持分法による投資利益１億84百万円の減少によるもので

あります。

営業外費用は、前連結会計年度より20百万円減少し、２億38百万円（前年同期比7.9％減）となりました。
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④ 経常利益

経常利益は、前連結会計年度より１億７百万円増加し、57億37百万円（前年同期比1.9％増）となりました。売

上高経常利益率は、前連結会計年度より0.1ポイント減少し3.9％となりました。

⑤ 特別損益

特別利益は、前連結会計年度より15億93百万円増加し、16億５百万円の大幅な増加になりました。この主な要因

は、持分法適用関連会社であった株式会社高木商会の株式追加取得に伴う負ののれん発生益40億75百万円から段階

取得に係る差損24億75百万円を差し引いた、子会社化関連損益15億99百万円を当連結会計年度に計上した影響によ

るものであります。

特別損失は、前連結会計年度から５百万円の微増でありました。

⑥ 当期純利益

当期純利益は、前連結会計年度より16億９百万円増加し、54億40百万円（前年同期比42.0％増）となり、過去最

高益を更新することとなりました。

 

(3) 戦略的現状と見通し

経営環境はますます厳しさを増してくると思われますが、その中にあって当社企業グループは引き続き強い経営

基盤づくりに努めるとともに、積極果敢な事業戦略を実行してまいります。

具体的には、「第２ 〔事業の状況〕 ３〔対処すべき課題〕」の記載の通り、エリア戦略としての「地域のサー

ビスレベルの均一化」、自社保有技術によるロボットビジネスを中心とした「システムソリューションの展開」、

中国、アセアン地域の販売網の強化と拠点のローカル化よる「海外ビジネスの拡大」、国内外の子会社の強み、得

意分野を最大限に生かした「連結シナジーの追求」、また、「Ｃ.Ａ.Ｐ. ＵＰ 1500」の継続による「徹底した営業

力強化と体質改善の推進」、「ＣＳＲ経営の推進」などのさまざまな取り組みを着実に実践していくことを通じ

て、複雑・多様化する市場のニーズに一層的確に対応できる企業を目指してまいります。

 
(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① キャッシュ・フロー

「第２ 〔事業の状況〕 １〔業績等の概要〕 (2) キャッシュ・フローの状況」に記載しております。

② 資金需要

当社企業グループの運転資金需要のうち主なものは、仕入から回収までの資金立替、販売費及び一般管理費等の

営業費用等であります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

特記すべき事項はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成27年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(単位　百万円) 従業
員数
(名)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

工具、器具
及び備品

リース資産
土地
(面積㎡)

合計

本社

(大阪市西区)

ＦＡシステム事業、半
導体デバイス事業、施
設事業、産業デバイス
コンポーネント事業、
その他

営業設備 1,364 2 153 －
271

(1,191)
1,792 417

東京支社

(東京都港区)

ＦＡシステム事業、半
導体デバイス事業、施
設事業、産業デバイス
コンポーネント事業、
その他

営業設備 845 － 33 －
768

(1,103)
1,647 144

名古屋支社

(名古屋市東区)

ＦＡシステム事業、半
導体デバイス事業、施
設事業、産業デバイス
コンポーネント事業、
その他

営業設備 2 － 3 －
－
(－)

6 52

神奈川支店

(横浜市神奈川区)
ＦＡシステム事業 営業設備 3 － 0 －

－
(－)

3 11

南大阪支店

(堺市堺区)
ＦＡシステム事業

営業設備
、研修所
及び社員
寮

456 － 3 －
8

(842)
468 12

神戸支店

(神戸市中央区)

ＦＡシステム事業、半
導体デバイス事業

営業設備 0 － 1 －
－
(－)

2 21

 

(注) 上記金額は、有形固定資産の帳簿価額によるものであります。

 

(2) 国内子会社

平成27年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

 
セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(単位　百万円) 従業
員数
(名)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

工具、器具
及び備品

リース資産
土地
(面積㎡)

合計

研電工業㈱

本社

(大阪市

西淀川区)

ＦＡシステ
ム事業

営業設備
及び工場

17 1 0 －
－
(－)

18 15

㈱立花宏和システム
サービス

本社
(兵庫県
尼崎市)

施設事業
営業設備
及び工場

2 0 0 －
46

(495)
50 9

㈱大電社

本社

(大阪市

浪速区)

ＦＡシステ
ム事業

営業設備 74 － 3 －
509

(1,347)
587 50

南大阪支店

(堺市堺区)

ＦＡシステ
ム事業

営業設備 3 － 0 －
151

(1,167)
155 7

堺倉庫

(堺市堺区)

ＦＡシステ
ム事業

倉庫、駐
車場設備

0 － － －
63

(411)
63 －

㈱立花デバイスコン
ポーネント

本社

（東京都

千代田区）

半導体デバ
イス事業

営業設備 3 － 3 －
－
(－)

6 21

㈱高木商会

本社

(東京都大

田区)

ＦＡシステ
ム事業

営業設備 51 0 9 －
296
(562)

357 68

 

(注) 上記金額は、有形固定資産の帳簿価額によるものであります。
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(3) 在外子会社

平成27年３月31日現在

会社名
事業所名
(主な所在
地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(単位　百万円) 従業
員数
(名)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

工具、器具
及び備品

リース資産
土地
(面積㎡)

合計

タチバナセールス(シ
ンガポール)社

本社
(シンガ
ポール)

半導体デバ
イス事業

営業設備 － － 2 －
－
(－)

2 10

タチバナセールス(香
港)社

本社
(中国・
香港)

ＦＡシステ
ム事業、半
導体デバイ
ス事業

営業設備 － － 1 －
－
(－)

1 33

台湾立花股份有限公司
本社
(台湾)

半導体デバ
イス事業、
その他

営業設備 － － 0 －
－
(－)

0 3

立花機電貿易(上海)有
限公司

本社
(中国・
上海)

ＦＡシステ
ム事業、半
導体デバイ
ス事業、産
業デバイス
コンポーネ
ント事業

営業設備 － － 1 －
－
(－)

1 42

タチバナセールス(韓
国)社

本社
(韓国)

ＦＡシステ
ム事業、半
導体デバイ
ス事業

営業設備 － － 0 －
－
(－)

0 5

タチバナセールス(バ
ンコク)社

本社
(タイ)

ＦＡシステ
ム事業、半
導体デバイ
ス事業

営業設備 － － 1 －
－
(－)

1 7

タチバナセールス(イ
ンドネシア)社

本社
(インドネ
シア)

ＦＡシステ
ム事業

営業設備 － － 3 －
－
(－)

3 3

 

(注) 上記金額は、有形固定資産の帳簿価額によるものであります。

 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

(注) 平成26年12月12日の取締役会決議により、平成27年４月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能株

式総数は16,000,000株増加し、96,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成27年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,687,702 26,025,242
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
100株であります。

計 21,687,702 26,025,242 ― ―
 

(注) 平成26年12月12日の取締役会決議により、平成27年４月１日付で１株を1.2株に株式分割いたしました。これに

より株式数は4,337,540株増加し、発行済株式総数は26,025,242株となっております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年３月５日
(注)１

156,600 21,537,702 93 5,785 93 5,585

平成26年３月27日
(注)２

150,000 21,687,702 89 5,874 89 5,674

 

(注) １ 一般募集　　発行価格 1,246円、発行価額 1,188.17円、資本組入額 594.085円

２ 第三者割当　発行価額 1,188.17円、資本組入額 597.085円、割当先　野村證券株式会社

３ 平成27年４月１日付で１株を1.2株に株式分割し、これに伴い発行済株式総数が4,337,540株増加して

おります。
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(6) 【所有者別状況】

平成27年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 33 17 92 76 ― 2,476 2,694 ―

所有株式数
(単元)

― 57,008 1,190 68,524 27,098 ― 62,669 216,489 38,802

所有株式数
の割合(％)

― 26.33 0.55 31.65 12.52 ― 28.95 100.00 ―
 

(注) １ 自己株式4,347株は、「個人その他」の欄に43単元及び「単元未満株式の状況」の欄に47株を含めてそれぞれ

記載しております。なお、期末日現在の実質的な所有株式数と同一であります。

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 1,601 7.38

株式会社サンセイテクノス 大阪市淀川区西三国１丁目１番１号 1,232 5.68

ケービーエルヨーロピアンプラ
イベートバンカーズオーディナ
リーアカウント107501
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

43，BOULEVARD　ROYAL，LUXEMBOURG
（東京都中央区月島４丁目16番13号）

1,148 5.29

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,122 5.17

立花エレテック従業員持株会 大阪市西区西本町１丁目13番25号 1,041 4.80

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 901 4.16

株式会社きんでん 大阪市北区本庄東２丁目３番41号 628 2.90

株式会社ノーリツ 神戸市中央区江戸町93番地 618 2.85

佐竹千草 兵庫県芦屋市 409 1.89

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 392 1.81

計 ― 9,096 41.94
 

(注) １ 所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

 ２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　1,122千株
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 4,300
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

21,644,600
216,446 ―

単元未満株式 普通株式 38,802
 

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 21,687,702 ― ―

総株主の議決権 ― 216,446 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式100株(議決権１個)が含まれてお

ります。

 

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社立花エレテック

大阪市西区西本町
１丁目13番25号

4,300 ― 4,300 0.02

計 ― 4,300 ― 4,300 0.02
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 922 1,376,203
   

当期間における取得自己株式 2,119 3,115,169
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他（単元未満株式の買増請求
による売渡）

69 60,712 4 3,995
     

保有自己株式数 4,347 － 7,616 ―
 

(注) １ 当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び買増請求による株式数は含まれておりません。

２ 上記、当期間の保有自己株式数には、平成27年4月1日を効力発生日として普通株式１株につき1.2株の株式分

割を行ったことにより割り当てられた自己株式869株及び同株式分割により平成27年３月31日現在の株主に割

り当てられた１株未満の株式を自己株式として取得した株式285株、合計1,154株が含まれております。
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３ 【配当政策】

当社の剰余金の配当等の基本方針は、将来の経営環境の変化に対応できるよう財務体質の強化と事業拡大に必要な

内部留保の充実を図りながら、株主の皆様に対しましては、安定配当をベースとして業績に裏付けられた適正な利益

還元に努めていくことを基本としております。

当社は、会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定款で定め

ており、剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。

これらの方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、１株当たり12円とし、既に実施済みの中間配当

金11円と合わせまして、年間配当金は１株当たり23円とさせていただきました。

なお、自己株式の取得につきましては、当社の財務状況や株価の推移等も勘案しつつ、利益還元策の一つとして、

実施時期及び実施規模も含め、適切に対応してまいります。

 

(注) 基準日が当事業年度に属する取締役会決議による剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成26年11月10日 238 11

平成27年５月25日 260 12
 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高(円) 815 855 997 1,420
1,849

※ 1,600

最低(円) 550 555 608 850
1,140

※ 1,459
 

(注) １ 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２ ※印は、株式分割（平成27年４月１日、１株→1.2株）による権利落後の株価であります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別
平成26年
10月

11月 12月
平成27年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,508 1,529 1,727 1,750 1,849
1,833

※ 1,600

最低(円) 1,200 1,364 1,450 1,531 1,598
1,705

※ 1,459
 

(注) １ 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２ ※印は、株式分割（平成27年４月１日、１株→1.2株）による権利落後の株価であります。
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５ 【役員の状況】

男性９名　女性－名　(役員のうち女性の比率 －％)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

社長執行
役員

渡 邊 武 雄 昭和20年６月29日生

昭和43年３月 当社入社

(注)４ 159

平成５年４月 当社海外本部長

平成８年６月 当社取締役 海外本部長に就任

平成10年６月 当社取締役 海外事業本部長に就任

平成12年６月 当社代表取締役社長に就任

平成15年６月 当社代表取締役社長 代表執行役員に就任

平成18年６月 当社代表取締役社長 社長執行役員に就任(現

任)

取締役

相談役
ロボット
事業戦略
室長
 

島 田 教 雄 昭和18年１月31日生

昭和36年３月 当社入社

(注)４ 68

平成10年６月 当社機器本部長

平成12年６月 当社取締役 機器本部長に就任

平成14年４月 当社取締役 ＦＡ第一本部長に就任

平成15年６月 当社取締役 執行役員 ＦＡ第一本部長に就任

平成16年６月 当社常務取締役 執行役員 ＦＡ第一本部長に

就任

平成18年６月 当社取締役 常務執行役員 ＦＡシステム事業

担当、神戸支店・九州支店担当に就任

平成20年６月

 
平成26年４月

 

当社取締役 専務執行役員 ＦＡシステム事業

担当、神戸支店・九州支店担当に就任

当社取締役 専務執行役員 全社営業担当、神

戸支店・北陸支店・九州支店担当に就任

平成26年10月

 
 

平成27年４月

 

当社取締役 専務執行役員 全社営業担当、神

戸支店・北陸支店・九州支店担当、ロボット

事業戦略室長に就任

当社取締役 相談役 ロボット事業戦略室長に

就任（現任）

取締役
専務執行
役員

下 吉 英 之 昭和21年３月15日生

昭和43年４月 当社入社

(注)４ 35

平成10年６月 当社機電本部長

平成14年４月 当社名古屋支社副支社長兼ＦＡ第三本部長

平成14年６月 当社取締役 名古屋支社副支社長兼ＦＡ第三

本部長に就任

平成15年６月 当社取締役 執行役員 名古屋支社長兼ＦＡ第

三本部長に就任

平成18年６月 当社取締役 常務執行役員に就任

平成18年６月 株式会社大電社取締役に就任

平成18年10月 同社代表取締役社長に就任(現任)

平成18年10月 当社取締役に就任

平成23年５月 株式会社太洋商会代表取締役社長に就任

平成24年４月 当社取締役 専務執行役員に就任(現任)

取締役

常務執行
役員　管
理部門・
ＣＳＲ推
進担当

住 谷 正 志 昭和24年１月１日生

昭和48年４月 当社入社

(注)４ 16

平成８年10月 当社管理本部経営企画部長

平成15年４月 当社経営企画本部長

平成17年４月 当社管理部門統括本部長

平成17年６月 当社執行役員 管理部門統括本部長

平成18年６月 当社取締役 執行役員 管理部門担当に就任

平成19年６月 当社取締役 執行役員 管理部門担当、ＣＳＲ

推進担当に就任

平成21年11月 当社取締役 執行役員 管理部門担当、ＣＳＲ

推進担当兼ＣＳＲ推進本部長に就任

平成22年４月

 
平成24年４月

当社取締役 執行役員 管理部門担当、ＣＳＲ

推進担当に就任

当社取締役 常務執行役員 管理部門・ＣＳＲ

推進担当に就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役  森 日 出 樹 昭和35年４月20日生

昭和59年４月 三菱電機株式会社入社

(注)４ ―

平成23年６月 Mitsubishi Elevator Korea Co., Ltd. 取締

役 副社長

平成26年６月 三菱電機株式会社 ビルシステム海外事業部

副事業部長兼ビル海外計画部長兼ビル海外モ

ダニゼーション推進部長

平成27年４月 同社関西支社 副支社長兼事業推進部長（現

任）

平成27年６月 当社取締役に就任(現任)

取締役  辻 川 正 人 昭和33年１月31日生

昭和60年11月 司法試験合格

(注)４ ―

昭和63年４月 大阪弁護士会登録

昭和63年４月 関西法律特許事務所入所

平成６年１月 関西法律特許事務所パートナー

平成16年12月 弁護士法人関西法律特許事務所 社員弁護士

(現任)

平成19年６月 当社取締役に就任(現任)

監査役
常勤

 増 田 厳 一 昭和27年４月７日生

昭和50年４月 株式会社三菱銀行（現、株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）入行

(注)５ ４平成16年９月 当社入社

平成16年９月 当社審査法務室長、輸出管理室長

平成27年６月 当社常勤監査役に就任（現任）

監査役  大 谷 康 弘 昭和41年２月13日生

平成２年10月 太田昭和監査法人（現、新日本有限責任監査

法人）入所

(注)５ ―

平成12年４月 大谷公認会計士事務所所長（現任）

平成12年７月 株式会社関西ベンチャーインキュベート取締

役に就任

平成13年８月 同社代表取締役に就任（現任）

平成14年８月 ＫＶＩ税理士法人社員

平成15年６月 当社監査役に就任（現任）

平成16年２月 ＫＶＩ税理士法人代表社員(現任)

監査役  塩 路 広 海 昭和32年1月28日生

昭和59年10月 司法試験合格

(注)５ ―

昭和62年４月 大阪弁護士会登録

浅岡法律事務所(現、浅岡・瀧法律会計事務

所)入所

平成３年４月 塩路法律事務所開設 所長(現任)

平成19年６月 当社監査役に就任(現任)

計 284
 

　
(注) １ 所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２ 取締役 森日出樹、辻川正人の両氏は、社外取締役であります。

３ 監査役 大谷康弘、塩路広海の両氏は、社外監査役であります。

４ 取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

５ 監査役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

６ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

木　田　　　稔 昭和45年７月30日生

平成５年10月 太田昭和監査法人(現、新日本有限責

任監査法人)入所
(注) ―

平成16年１月 公認会計士木田 稔事務所所長(現任)

平成18年12月 監査法人グラヴィタス代表社員(現任)
 

(注)　補欠監査役の監査役としての任期は、監査役に就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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７ 当社は、執行役員制度を平成15年６月27日より導入し、経営をつかさどる取締役が執行役員を兼務するとと

もに、業務執行をつかさどる執行役員を任命しております。

   執行役員の内、取締役を兼務していない執行役員は、以下のとおりであります。
 

役職名 氏名

常務執行役員 東京支社長、株式会社立花デバイス
コンポーネント代表取締役社長

清　水　洋　二

常務執行役員 ＦＡシステム事業担当、神戸支店・
北陸支店・九州支店担当兼ロボット事業戦略室

山　口　　　均

常務執行役員 半導体デバイス日系アカウント担当 高　見　貞　行

常務執行役員 TACHIBANA OVERSEAS HOLDINGS LTD.
Managing Director、海外事業・半導体デバイス
ローカルアカウント担当

布　山　尚　伸

執行役員 産業デバイスコンポーネント本部長 上　田　幸　男

執行役員 名古屋支社長兼名古屋管理部長 松　野　秀　樹

執行役員 TACHIBANA OVERSEAS HOLDINGS LTD.
Director、海外ＦＡ担当、TACHIBANA SALES
(SHANGHAI) LTD. Managing Director

高　見　尚　志

執行役員 ソリューション事業担当兼ロボット事業
戦略室、ロボットシステム営業プロジェクトリー
ダー

河　原　欣　也

執行役員 施設事業担当兼施設戦略室長 米　田　　　浩

執行役員 ＭＳ事業担当 植　田　裕　和

執行役員 ＦＡ第一本部長 山　条　慶　治

執行役員 施設本部長 多　田　　　満

執行役員 経営企画本部長兼経営企画部長 相　澤　忠　範
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社企業グループは、「企業の目的は効率的な経済活動を顕在化させ、長期的な株主価値の向上を目指すことに

ある」との基本的認識とコンプライアンスの重要性をコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方として、株主を

はじめ取引先や従業員並びに地域社会など様々なステークホルダーの期待と信頼に応えるとともに、一部上場企業

として社会的責務を果たすことが重要課題であると認識しております。

 

① 提出会社の企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

ａ　会社の機関の内容

当社は、監査役制度を採用しております。現在の監査役制度は、監査体制の充実と監査機能の強化を図ってお

り経営の監視機能が十分働いております。従いまして、コーポレート・ガバナンスの観点からも現監査役制度は

適切であり有効と考えております。

一方、当社は、本業での業績向上を図ることが最重要課題の一つと認識しており、このため、執行役員制度を

採用し、取締役・執行役員がそれぞれ取締役会・経営執行会議においてその役割を担っております。

なお、事業年度毎の責任の明確化を図るため、取締役・執行役員の任期をそれぞれ１年としております。

 

〔当社のコーポレート・ガバナンス体制〕

 
ｂ　内部統制システムの整備状況

当社は、内部統制システムの整備のために社内規程の整備をし、職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制として、コンプライアンス室を設置するとともに業務の有効性と効率性を確保するための体

制を構築するなど子会社を含めた業務の適正を確保する体制を整備しております。

ｃ　リスク管理体制の整備状況

リスク管理体制の基礎としてリスク管理規程を制定し、個々のリスクについて同規程に従ったリスク管理体制

を構築しております。推進にあたっては、ＣＳＲ推進担当役員が管轄するコンプライアンス室と品質・安全・環

境管理室がリスク管理体制を構築及び維持しております。
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ｄ　反社会的勢力排除に向けた体制整備

「社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力からの不当な要求には断固として拒否するとともに一切の関

係を排除します」を基本的な対応方針としております。

当社は、地区の企業防衛協議会に入会し、警察との相互理解と協力により、企業に対するあらゆる暴力を予防

かつ排除し、企業と社会の調和に寄与することを目的として定期的に情報交換、連絡、互助活動を実施しており

ます。

 

②　内部監査及び監査役監査及び会計監査の相互連携

内部監査は、代表取締役社長直轄の独立した組織として室長を含む２名で構成される監査室がその任務を担当

しており、当社が定める「内部監査規程」に基づき、前年度までの監査実施状況を踏まえ期初に監査テ－マを確

定の上「年度監査計画書」（監査方針、重点監査項目、監査時期、方法及び担当者）を作成し業務運営及び財産

管理の実態を監査しております。

監査役は、監査室に「年度監査計画書」及び「監査実施計画書」並びに「監査報告書」の提出を求め、定期的

に内部監査に立ち会うとともに報告を受け、問題点を協議するなど積極的に情報交換を行い監査役監査の有効

性・効率性の向上に努めております。

また、監査役は、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

ために必要に応じて会計監査人の監査に立ち会うとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めております。

 

③　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

当社の社外取締役は２名であります。

社外取締役森日出樹氏は、当社の特定関係事業者である三菱電機株式会社の業務執行者（従業員）であり、同

社は当社の株式(出資比率：7.38％)を保有する大株主であります。同氏は、独立した立場から取締役会の監督機

能を果たすとともに、これまでの同社における豊富なビジネス経験・知識を持ち、それらに基づく助言・提言

は、取締役会の意思決定の妥当性・適正性の確保に繋がるものと考えております。

社外取締役辻川正人氏は、弁護士法人関西法律特許事務所の社員弁護士であります。同氏は、独立した立場か

ら取締役会の監督機能を果たすとともに、弁護士としての豊富な専門的知識・経験を持ち、法律面からの助言・

提言は、経営の透明性・遵法性確保に繋がっております。当社は同事務所と法律顧問契約を締結しております

が、その取引額は連結売上高の0.01％未満であり、一般株主との利益相反を生じさせる恐れがないと判断し同氏

は独立性を有していると考えております。

当社の社外監査役は２名であります。

社外監査役大谷康弘氏は、ＫＶＩ税理士法人の代表社員であり、公認会計士の資格を持ち、会社財務・法務に

精通しておられます。同氏は、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及

び検証するために常勤監査役より定期的に報告を受け、必要に応じて会計監査人からその職務の執行状況につい

て説明を求めております。内部監査を実施する監査室に対しては「年度監査計画書」及び「監査実施計画書」並

びに「監査報告書」の提出を求め、主要な業務監査に立ち会い問題点を協議するなど積極的に情報交換を行い監

査役監査の有効性・効率性の向上に努めております。

また、独立した立場から取締役の職務執行に対する監査機能を果たすとともに、会社財務・法務に精通し、そ

の豊富な専門知識・経験を活かした助言・提言は、経営の透明性・遵法性確保に繋がっております。同税理士法

人は一部の当社子会社と取引がありますが、その取引額は連結売上高の0.01％未満であり、一般株主との利益相

反を生じさせる恐れがないと判断し同氏は独立性を有していると考えております。

社外監査役塩路広海氏は、塩路法律事務所の所長であり弁護士であります。同氏は、会計監査人が独立の立場

を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するために常勤監査役より定期的に報告を受け、

必要に応じて会計監査人からその職務の執行状況について説明を求めております。内部監査を実施する監査室に

対しては「年度監査計画書」及び「監査実施計画書」並びに「監査報告書」の提出を求め、主要な業務監査に立

ち会い問題点を協議するなど積極的に情報交換を行い監査役監査の有効性・効率性の向上に努めております。
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また、独立した立場から取締役の職務執行に対する監査機能を果たすとともに、弁護士としての豊富な専門的

知識・経験を持ち、法律面からの助言・提言は、経営の透明性・遵法性確保に繋がっております。同氏は当社の

主要な取引先の業務執行者や主要株主等であった経歴がないことから、一般株主との利益相反を生じさせる恐れ

がないと判断し同氏は独立性を有していると考えております。

当社の独立役員は３名であります。

社外取締役辻川正人氏、社外監査役大谷康弘氏及び塩路広海氏の３氏を東京証券取引所の定めに基づく「独立

役員」として同取引所に届け出をしております。

　なお、当社は、独立性に関する基準または方針は定めておりませんが、当社企業グループの企業統治の面で社

外役員としての機能及び役割が期待出来る者、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する者、及び有識者を

社外役員として選任することとしております。

 

④　会計監査の状況

当社は、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく会計監査について、有限責任監査法人トーマツより法

定監査を受けており、監査役会への定期的な報告が実施されております。

 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定有限責任社員　業務執行社員　川﨑　洋文 有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員　業務執行社員　矢倉　幸裕 有限責任監査法人トーマツ
 

なお、監査業務に係る補助者は、公認会計士５名及びその他16名で構成されております。

 

⑤　役員報酬の内容

ａ　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

221 160 － 61 － 4

監査役
(社外監査役を除く)

12 12 － － － 1

社外役員 14 14 － － － 3
 

 

ｂ　役員報酬等の決定方針

取締役の報酬等は、株主総会で承認された取締役報酬等の限度内で算定しており、月額報酬については、取

締役の職務内容と役位及び当社の状況等を勘案し定額報酬として、それぞれ相当額を定めております。また、

取締役の賞与は、企業業績及び担当事業の業績等を勘案した業績連動報酬として定めております。

監査役の報酬等は、株主総会で承認された監査役報酬等の限度内で算定しており、監査役の協議により決定

しております。

 

⑥　提出会社の株式の保有状況

ａ　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　73銘柄　　　　10,033百万円
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ｂ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

 三菱電機㈱ 1,758,500 2,043 取引関係の維持・発展

 ㈱ノーリツ 656,072 1,262 取引関係の維持・発展

 ㈱きんでん 727,224 726 取引関係の維持・発展

 極東開発工業㈱ 237,300 353 取引関係の維持・発展

 ㈱たけびし 459,808 351 取引関係の維持・発展

 エスペック㈱ 419,083 335 取引関係の維持・発展

 ㈱ダイフク 246,394 314 取引関係の維持・発展

 
㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ

517,130 293 取引関係の維持・発展

 大陽日酸㈱ 266,200 216 取引関係の維持・発展

 ㈱池田泉州ホールディングス 430,680 202 取引関係の維持・発展

 日本管財㈱ 93,500 193 取引関係の維持・発展

 富士機械製造㈱ 204,050 185 取引関係の維持・発展

 ㈱伊予銀行 183,346 180 取引関係の維持・発展

 ㈱かわでん 108,500 156 取引関係の維持・発展

 ㈱テクノスマート 238,000 143 取引関係の維持・発展

 西尾レントオール㈱ 32,400 124 取引関係の維持・発展

 ホーチキ㈱ 159,200 88 取引関係の維持・発展

 ネツレン㈱ 87,900 57 取引関係の維持・発展

 中外炉工業㈱ 224,185 52 取引関係の維持・発展

 ㈱カナデン 72,000 50 取引関係の維持・発展

 協立電機㈱ 35,280 45 取引関係の維持・発展

 シーキューブ㈱ 81,000 37 取引関係の維持・発展

 ㈱オリバー 29,000 35 取引関係の維持・発展

 日工㈱ 63,000 30 取引関係の維持・発展

 ニチコン㈱ 32,700 26 取引関係の維持・発展

 東京海上ホールディングス㈱ 8,400 26 取引関係の維持・発展

 イサハヤ電子㈱ 1,000 25 取引関係の維持・発展

 ㈱タクマ 32,000 23 取引関係の維持・発展

 ㈱アルバック 10,000 21 取引関係の維持・発展
 

 

みなし保有株式

 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

 ㈱たけびし 600,000 458
退職給付信託契約上、議決
権は当社が留保しておりま
す。

 

(注) 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。
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（当事業年度）

特定投資株式

 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

 三菱電機㈱ 1,758,500 2,512 取引関係の維持・発展

 ㈱ノーリツ 658,531 1,298 取引関係の維持・発展

 ㈱きんでん 727,224 1,092 取引関係の維持・発展

 ㈱たけびし 459,808 504 取引関係の維持・発展

 エスペック㈱ 419,083 503 取引関係の維持・発展

 大陽日酸㈱ 266,200 436 取引関係の維持・発展

 ㈱ダイフク 251,816 399 取引関係の維持・発展

 
㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ

517,130 384 取引関係の維持・発展

 極東開発工業㈱ 237,300 322 取引関係の維持・発展

 富士機械製造㈱ 204,050 287 取引関係の維持・発展

 日本管財㈱ 93,500 267 取引関係の維持・発展

 ㈱かわでん 108,500 265 取引関係の維持・発展

 ㈱伊予銀行 183,346 261 取引関係の維持・発展

 ㈱池田泉州ホールディングス 430,680 245 取引関係の維持・発展

 ホーチキ㈱ 159,200 129 取引関係の維持・発展

 西尾レントオール㈱ 32,400 111 取引関係の維持・発展

 ㈱テクノスマート 238,000 105 取引関係の維持・発展

 ネツレン㈱ 88,363 78 取引関係の維持・発展

 ㈱ミューチュアル 122,464 65 取引関係の維持・発展

 ㈱カナデン 72,000 63 取引関係の維持・発展

 中外炉工業㈱ 224,185 60 取引関係の維持・発展

 協立電機㈱ 35,280 58 取引関係の維持・発展

 ㈱オリバー 29,000 40 取引関係の維持・発展

 シーキューブ㈱ 81,000 40 取引関係の維持・発展

 東京海上ホールディングス㈱ 8,400 38 取引関係の維持・発展

 ニチコン㈱ 32,700 36 取引関係の維持・発展

 ㈱タクマ 32,000 30 取引関係の維持・発展

 日工㈱ 63,000 27 取引関係の維持・発展

 アルメタックス㈱ 58,349 21 取引関係の維持・発展
 

 

みなし保有株式

 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

 ㈱たけびし 600,000 658
退職給付信託契約上、議決
権は当社が留保しておりま
す。

 

(注) 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。
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ｃ　保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。

 

⑦　コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

ａ　当事業年度において、取締役会を14回、経営執行会議を13回、監査役会を６回開催いたしました。取締役は

取締役会において法令に定められた事項や経営の基本方針を決定するとともに、経営執行会議などその他重要

な会議に出席し業務執行状況を監督しております。また、監査役会においては、監査の方針・監査計画・監査

の方法・監査業務の分担等を決議をもって策定・実施し監査法人との意見交換などを行っております。

ｂ　情報開示につきましては、会社法・金融商品取引法等関係諸法令・金融商品取引所の定める適時開示規則に

則って、ディスクロージャーを行っております。また、株主・投資家向けのＩＲ活動にも積極的に取組み、決

算・経営情報、業績・財務データ、株式情報等、正確かつ公平にＩＲ情報の適時開示に努めております。

 

⑧　その他

ａ　責任限定契約

当社は、社外取締役及び社外監査役としての有用な人材の招聘を容易にするとともに、その役割を十分に発揮

できるようにするため、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締

役及び社外監査役の各氏が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、当社に対して賠償すべき額

は、100万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額でその責任を負う旨の責任限

定契約を締結しております。

ｂ　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

ｃ　取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によら

ない旨も定款で定めております。

ｄ　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等の会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当

等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

ｅ　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。これは、株主総会における議決権の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 43 1 44 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 43 1 44 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

当社及び当社海外連結子会社は、有限責任監査法人トーマツと同一のネットワークに属しているデロイト トウ

シュ トーマツに対して、監査証明業務４百万円、非監査業務０百万円の報酬を支払っております。

 

当連結会計年度

当社及び当社海外連結子会社は、有限責任監査法人トーマツと同一のネットワークに属しているデロイト トウ

シュ トーマツに対して、監査証明業務２百万円、非監査業務０百万円の報酬を支払っております。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社は、会計監査人有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である

コンフォートレター作成業務を委託し、対価を支払っております。

 

当連結会計年度

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、セミナーに参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※２  14,477 ※２  13,628

  受取手形及び売掛金 44,496 52,878

  有価証券 679 150

  商品 7,378 9,067

  仕掛品 4 27

  原材料 1 1

  繰延税金資産 576 559

  未収入金 1,624 1,585

  その他 372 965

  貸倒引当金 △63 △60

  流動資産合計 69,548 78,804

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 6,622 8,036

    減価償却累計額 △4,480 △5,027

    建物及び構築物（純額） ※２  2,142 ※２  3,009

   機械装置及び運搬具 66 67

    減価償却累計額 △59 △63

    機械装置及び運搬具（純額） 7 4

   工具、器具及び備品 807 1,065

    減価償却累計額 △632 △823

    工具、器具及び備品（純額） 175 242

   土地 ※２  1,172 ※２  2,784

   建設仮勘定 － 2

   有形固定資産合計 3,497 6,041

  無形固定資産   

   ソフトウエア 211 247

   電話加入権 1 1

   その他 34 75

   無形固定資産合計 247 324

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※１  13,769 ※１  14,107

   長期貸付金 3 14

   繰延税金資産 28 10

   その他 1,154 1,267

   貸倒引当金 △17 △9

   投資その他の資産合計 14,939 15,389

  固定資産合計 18,684 21,756

 資産合計 88,233 100,560
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※２  32,969 ※２  35,549

  短期借入金 ※２  2,037 ※２  1,751

  未払法人税等 1,160 942

  賞与引当金 1,032 995

  その他 2,357 3,489

  流動負債合計 39,557 42,727

 固定負債   

  長期借入金 ※２  122 ※２  77

  繰延税金負債 1,114 1,811

  退職給付に係る負債 667 761

  負ののれん 375 －

  その他 115 219

  固定負債合計 2,395 2,871

 負債合計 41,952 45,598

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,874 5,874

  資本剰余金 5,971 5,971

  利益剰余金 31,856 36,617

  自己株式 △2 △4

  株主資本合計 43,699 48,458

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,335 4,073

  繰延ヘッジ損益 1 0

  為替換算調整勘定 204 711

  退職給付に係る調整累計額 △36 278

  その他の包括利益累計額合計 2,505 5,063

 少数株主持分 76 1,439

 純資産合計 46,280 54,961

負債純資産合計 88,233 100,560
 

 

 

 

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社立花エレテック(E02678)

有価証券報告書

40/95



②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 141,884 147,421

売上原価 124,464 128,518

売上総利益 17,420 18,902

販売費及び一般管理費   

 運送費及び保管費 1,406 1,607

 給料及び手当 5,469 5,914

 賞与引当金繰入額 1,031 992

 退職給付費用 289 252

 減価償却費 288 353

 その他 4,568 4,921

 販売費及び一般管理費合計 13,053 14,042

営業利益 4,367 4,860

営業外収益   

 受取利息 42 50

 受取配当金 141 176

 仕入割引 20 38

 為替差益 234 199

 持分法による投資利益 317 133

 負ののれん償却額 500 375

 雑収入 264 142

 営業外収益合計 1,522 1,115

営業外費用   

 支払利息 34 26

 売上割引 178 180

 シンジケートローン手数料 10 10

 雑損失 35 20

 営業外費用合計 259 238

経常利益 5,630 5,737

特別利益   

 固定資産売却益 ※１  0 －

 投資有価証券売却益 11 5

 子会社化関連損益 － ※２  1,599

 特別利益合計 11 1,605

特別損失   

 固定資産売却損 － ※３  4

 固定資産除却損 ※４  1 ※４  4

 ゴルフ会員権評価損 2 －

 特別損失合計 3 9

税金等調整前当期純利益 5,638 7,333

法人税、住民税及び事業税 1,799 1,710

法人税等調整額 4 155

法人税等合計 1,803 1,866

少数株主損益調整前当期純利益 3,834 5,467

少数株主利益 3 26

当期純利益 3,830 5,440
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 3,834 5,467

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,210 1,738

 繰延ヘッジ損益 △2 △1

 為替換算調整勘定 526 506

 退職給付に係る調整額 ― 315

 その他の包括利益合計 ※１  1,735 ※１  2,558

包括利益 5,569 8,025

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 5,566 7,998

 少数株主に係る包括利益 3 27
 

 

EDINET提出書類

株式会社立花エレテック(E02678)

有価証券報告書

42/95



③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,692 5,571 28,441 △496 39,207

会計方針の変更による

累積的影響額
     

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
5,692 5,571 28,441 △496 39,207

当期変動額      

新株の発行 182 182   364

剰余金の配当   △415  △415

当期純利益   3,830  3,830

自己株式の取得    △1 △1

自己株式の処分  218  494 712

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 182 400 3,415 493 4,491

当期末残高 5,874 5,971 31,856 △2 43,699
 

 

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 1,124 4 △322 ― 806 73 40,088

会計方針の変更による

累積的影響額
       

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
1,124 4 △322 ― 806 73 40,088

当期変動額        

新株の発行       364

剰余金の配当       △415

当期純利益       3,830

自己株式の取得       △1

自己株式の処分       712

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,210 △2 526 △36 1,698 2 1,700

当期変動額合計 1,210 △2 526 △36 1,698 2 6,192

当期末残高 2,335 1 204 △36 2,505 76 46,280
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 当連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,874 5,971 31,856 △2 43,699

会計方針の変更による

累積的影響額
  △159  △159

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
5,874 5,971 31,696 △2 43,539

当期変動額      

新株の発行      

剰余金の配当   △520  △520

当期純利益   5,440  5,440

自己株式の取得    △1 △1

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― 0 4,920 △1 4,918

当期末残高 5,874 5,971 36,617 △4 48,458
 

 

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 2,335 1 204 △36 2,505 76 46,280

会計方針の変更による

累積的影響額
      △159

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
2,335 1 204 △36 2,505 76 46,121

当期変動額        

新株の発行        

剰余金の配当       △520

当期純利益       5,440

自己株式の取得       △1

自己株式の処分       0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,737 △1 506 315 2,558 1,363 3,921

当期変動額合計 1,737 △1 506 315 2,558 1,363 8,840

当期末残高 4,073 0 711 278 5,063 1,439 54,961
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 5,638 7,333

 減価償却費 289 353

 負ののれん償却額 △500 △375

 子会社化関連損益（△は益） - △1,599

 賞与引当金の増減額（△は減少） 243 △115

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △34 △17

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △645 -

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 610 △47

 受取利息及び受取配当金 △184 △226

 支払利息 34 26

 為替差損益（△は益） △44 △86

 持分法による投資損益（△は益） △317 △133

 投資有価証券売却損益（△は益） △11 △5

 固定資産売却損益（△は益） 1 9

 ゴルフ会員権評価損 2 -

 売上債権の増減額（△は増加） △2,761 740

 たな卸資産の増減額（△は増加） 1,126 △197

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,084 △1,720

 未収入金の増減額（△は増加） 137 76

 その他 208 △14

 小計 2,707 4,000

 利息及び配当金の受取額 193 240

 利息の支払額 △34 △28

 法人税等の支払額 △1,314 △2,018

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,552 2,193

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の増減額（△は増加） △6 △106

 有価証券の取得による支出 △80 -

 有価証券の償還による収入 400 680

 有形固定資産の取得による支出 △174 △1,803

 有形固定資産の売却による収入 0 11

 無形固定資産の取得による支出 △36 △123

 投資有価証券の取得による支出 △417 △1,534

 投資有価証券の売却による収入 19 120

 貸付けによる支出 △4 △4

 貸付金の回収による収入 3 2

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

43 -

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

- ※２  △500

 その他の支出 △127 △7

 その他の収入 70 195

 投資活動によるキャッシュ・フロー △311 △3,070
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 5 4

 長期借入れによる収入 - 50

 長期借入金の返済による支出 △462 △426

 リース債務の返済による支出 △2 △2

 株式の発行による収入 364 -

 自己株式の純増減額（△は増加） 711 △1

 配当金の支払額 △416 △519

 少数株主への配当金の支払額 △1 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー 199 △896

現金及び現金同等物に係る換算差額 455 629

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,896 △1,144

現金及び現金同等物の期首残高 12,183 14,080

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  14,080 ※1  12,935
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　15社

　連結子会社の名称

研電工業㈱

㈱立花宏和システムサービス

㈱太洋商会

㈱テクネット

㈱大電社

㈱立花デバイスコンポーネント

㈱高木商会

立花オーバーシーズホールディングス社

タチバナセールス（シンガポール）社

タチバナセールス（香港）社

台湾立花股份有限公司

立花機電貿易（上海）有限公司

タチバナセールス（韓国）社

タチバナセールス（バンコク）社

タチバナセールス（インドネシア）社
 

 

 （注）１．タチバナセールス（シンガポール）社・タチバナセールス（香港）社・台湾立花股份有限公司・タチバ

ナセールス（韓国）社・タチバナセールス（バンコク）社及びタチバナセールス（インドネシア）社は、

立花オーバーシーズホールディングス社の100％出資子会社であります。

 ２．立花機電貿易（上海）有限公司は、タチバナセールス（香港）社の100％出資子会社であります。

 ３．㈱高木商会は従来、持分法適用の関連会社でありましたが、株式の追加取得により、平成26年12月25日

付で連結子会社となりました。なお、みなし取得日を平成26年12月31日としております。

 
(2)主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

高木（香港）有限公司、高機国際貿易（上海）有限公司

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 
２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社等の名称

高木（香港）有限公司、高機国際貿易（上海）有限公司

持分法を適用していない理由

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないためであります。
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(2)持分法適用の範囲の変更

従来、持分法適用の関連会社であった㈱高木商会は株式の追加取得による持株比率の上昇により、当連結会計

年度より、連結子会社としております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、海外連結子会社８社を除き、連結決算日と一致しております。

　海外連結子会社の決算日は、12月31日であります。

　なお、海外連結子会社８社については、連結決算日における仮決算は行っておりませんが、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

４．会計処理基準に関する事項

（1） 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産

　主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

（2） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　主として定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付属設備は除く）に

ついては、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ４年～12年

工具、器具及び備品 ２年～20年
 

②　無形固定資産

　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づいております。

（3） 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、主として実際支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

（4） 退職給付に係る会計処理の方法

従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、従業員部分については、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。執行役員部分については、当社内規に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により費用処

理しております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数（10年）による定額法により按分した額を費用処理しております。　

（5） 重要な収益及び費用の計上基準
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完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）によっております。

その他の工事

工事完成基準によっております。

（6） 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

　なお、在外子会社等の資産・負債及び収益・費用は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

（7） 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振

当処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

為替予約 外貨建金銭債権債務等
 

③　ヘッジ方針

　デリバティブは外貨建取引に係る債権債務についての為替相場変動をヘッジする目的、及び借入金の金利変

動リスクを回避する目的に利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

（8） のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれん及び平成22年３月31日以前に発生した負ののれんは、５年間で均等償却しております。

（9） 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期的な投資からなっております。

（10） その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付

適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を退職給付の支払

見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が247百万円増加し、利益剰余金が159百万円減少してお

ります。なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益及び１株当たり純資産額に与える

影響は軽微であります。
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(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

投資有価証券（株式） 3,347百万円 14百万円
 

 

※２　このうち担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

(1) 担保提供資産

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

現金及び預金 66百万円 163百万円

建物及び構築物 17百万円 15百万円

土地 107百万円 107百万円

合計 190百万円 286百万円
 

(2) 上記に対する債務

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

支払手形及び買掛金 17百万円 120百万円

短期借入金 51百万円 30百万円

長期借入金 72百万円 42百万円

合計 142百万円 192百万円
 

 

　３　受取手形割引高

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

受取手形割引高 30百万円 ― 
 

 

(連結損益計算書関係)

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

機械装置及び運搬具 0百万円 ―
 

 

※２　子会社化関連損益

持分法適用関連会社であった㈱高木商会の株式追加取得に伴う負ののれん発生益4,075百万円から段階取得に係

る差損2,475百万円を差し引いたものであります。

 
※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物及び構築物 ― 4百万円

土地 ― 0百万円

合計 ― 4百万円
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※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物及び構築物 ― 3百万円

機械装置及び運搬具 ― 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円 0百万円

その他 1百万円 0百万円

合計 1百万円 4百万円
 

 

(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 1,864百万円 2,331百万円

 組替調整額 △9百万円 △8百万円

   税効果調整前 1,854百万円 2,322百万円

   税効果額 △644百万円 △584百万円

   その他有価証券評価差額金 1,210百万円 1,738百万円

繰延ヘッジ損益   

 当期発生額 △3百万円 △2百万円

   税効果調整前 △3百万円 △2百万円

   税効果額 1百万円 0百万円

   繰延ヘッジ損益 △2百万円 △1百万円

為替換算調整勘定   

 当期発生額 526百万円 506百万円

退職給付に係る調整額   

 当期発生額 ― 446百万円

　組替調整額 ― 21百万円

   税効果調整前 ― 467百万円

   税効果額 ― △152百万円

   退職給付に係る調整額 ― 315百万円

その他の包括利益合計 1,735百万円 2,558百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

  普通株式 21,381,102 306,600 － 21,687,702

合 計 21,381,102 306,600 － 21,687,702

自己株式     

 普通株式(注) 602,527 1,036 600,069 3,494

合 計 602,527 1,036 600,069 3,494
 

(注) １ 発行済株式の総数の増加は、公募により156,600株、第三者割当により150,000株の株式発行を実施したこと

による増加であります。

２　自己株式数の増加1,036株は、単元未満株式の買取による増加であります。

３　自己株式数の減少600,069株のうち、600,000株は自己株式の売出しによる減少、69株は単元未満株式の買増

請求による減少であります。

　

２．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月27日
取締役会

普通株式 207 10 平成25年３月31日 平成25年６月11日

平成25年11月６日
取締役会

普通株式 207 10 平成25年９月30日 平成25年12月４日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年５月26日
取締役会

普通株式 利益剰余金 281 13 平成26年３月31日 平成26年６月10日
 

　

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

  普通株式 21,687,702 － － 21,687,702

合 計 21,687,702 － － 21,687,702

自己株式     

 普通株式(注) 3,494 922 69 4,347

合 計 3,494 922 69 4,347
 

(注) １ 自己株式数の増加922株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　　 ２ 自己株式数の減少69株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

 

２．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年５月26日
取締役会

普通株式 281 13 平成26年３月31日 平成26年６月10日

平成26年11月10日
取締役会

普通株式 238 11 平成26年９月30日 平成26年12月３日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年５月25日
取締役会

普通株式 利益剰余金 260 12 平成27年３月31日 平成27年６月10日
 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

現金及び預金勘定 14,477百万円 13,628百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△397百万円 △692百万円

現金及び現金同等物 14,080百万円 12,935百万円
 

 

※２　株式の追加取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の追加取得により新たに㈱高木商会を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、並びに株式の取

得価額と取得による支出（純額）との関係は次のとおりです。

 
流動資産 9,864百万円

固定資産 1,476百万円

流動負債 △3,773百万円

固定負債 △462百万円

少数株主持分 △1,337百万円

負ののれん発生益 △4,075百万円

段階取得に係る差損 2,475百万円

支配獲得時までの持分法評価額 △3,470百万円

株式の取得価額 698百万円

現金及び現金同等物 △198百万円

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 500百万円
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(リース取引関係)

１．リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

前連結会計年度(平成26年３月31日)

 

 機械装置及び運搬具

取得価額相当額 29百万円

減価償却累計額相当額 26百万円

期末残高相当額 3百万円
 

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

 

当連結会計年度(平成27年３月31日)

 

 機械装置及び運搬具

取得価額相当額 29百万円

減価償却累計額相当額 29百万円

期末残高相当額 0百万円
 

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

１年以内 2百万円 0百万円

１年超 0百万円 ―

合計 3百万円 0百万円
 

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

支払リース料 5百万円 2百万円

減価償却費相当額 5百万円 2百万円
 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

１年以内 89百万円 75百万円

１年超 93百万円 129百万円

合計 182百万円 205百万円
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(金融商品関係)

１. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社企業グループは、資金運用については、預金もしくは安全性の高い金融資産によっており、事業活動に必

要な運転資金については主に銀行借入により調達しております。デリバティブは外貨建取引に係る債権債務につ

いての為替相場変動をヘッジする目的、及び借入金の金利変動リスクを回避する目的に利用し、投機的な取引は

行わない方針であります。

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、信用

管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握す

る体制としております。

 未収入金についてはその大半が主要仕入先に対する仕入割戻し金であり、その信用リスクは限定的なものと判

断しております。

 有価証券・投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株

式及び安全性の高い債券で構成されており、定期的に把握した時価が管理部門担当役員に報告されています。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

　また、当社企業グループの営業取引には一部、外貨建によるものがあり、それに伴う売掛金、買掛金は為替相

場の変動リスクに晒されておりますが、適宜、デリバティブ取引（為替予約取引）をヘッジ手段として利用して

そのリスクを低減させております。

 ヘッジの有効性の評価方法については、為替予約について、ヘッジ対象に対して同一通貨建による同一期日の

ものをそれぞれ振当てているためその後の為替相場変動による相関関係は確保されており、その判定をもって有

効性の評価を省略しております。

 借入金は短期借入金、長期借入金とも主に営業取引に係る資金調達であります。

 デリバティブ取引の執行・管理については社内規程に従って行っており、また、信用リスクを軽減するため信

用度の高い銀行に限って取引を行っております。
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２. 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注2）ご参照ください。）

 

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 14,477 14,477 －

（2）受取手形及び売掛金 44,496   

　　　　貸倒引当金（*1） △63   

 44,432 44,432 －

（3）未収入金 1,624 1,624 －

（4）有価証券及び投資有価証券    

　　　　満期保有目的の債券 500 500 0

　　　　その他有価証券 10,551 10,551 －

資産計 71,586 71,586 0

（1）支払手形及び買掛金 32,969 32,969 －

（2）短期借入金 1,625 1,625 －

（3）長期借入金（*2） 534 535 0

負債計 35,129 35,130 0

デリバティブ取引（*3） 2 2 －
 

（*1）受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。

（*2）一年以内返済予定の長期借入金については、「長期借入金」に含めて表示しております。

（*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては（　）で示しております。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 13,628 13,628 －

（2）受取手形及び売掛金 52,878   

　　　　貸倒引当金（*1） △60   

 52,818 52,818 －

（3）未収入金 1,585 1,585 －

（4）有価証券及び投資有価証券    

　　　　その他有価証券 14,192 14,192 －

資産計 82,225 82,225 －

（1）支払手形及び買掛金 35,549 35,549 －

（2）短期借入金 1,641 1,641 －

（3）長期借入金（*2） 187 187 △0

負債計 37,378 37,378 △0

デリバティブ取引（*3） (21) (21) －
 

（*1）受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。

（*2）一年以内返済予定の長期借入金については、「長期借入金」に含めて表示しております。

（*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては（　）で示しております。
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（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、並びに（3）未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（4）有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取扱証券会社からの時価情報によっており

ます。

　なお、有価証券及び投資有価証券は、その他有価証券として保有しており、これに関する事項については、注

記事項（有価証券関係）をご参照ください。

 

負債

（1）支払手形及び買掛金、並びに（2）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）長期借入金

　長期借入金の時価については、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、

また、信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当

該帳簿価額によっております。

 

デリバティブ取引

注記事項（デリバティブ取引関係）をご参照ください。

 

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

  （単位：百万円）

区分 平成26年３月31日 平成27年３月31日

非上場株式 3,397 64
 

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため、「（４）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社立花エレテック(E02678)

有価証券報告書

57/95



 

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 14,477 － － －

受取手形及び売掛金 44,496 － － －

未収入金 1,624 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券     

　　１．債券     

　　　　・国債・地方債等 － － － －

　　　　・社債 500 － － －

　　２．その他 － － － －

　その他有価証券のうち満期があるもの     

 　１．債券     

　　　　・国債・地方債等 － － － －

　　　　・社債 180 852 800 －

　　２．その他 － － － －

合計 61,277 852 800 －
 

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 13,628 － － －

受取手形及び売掛金 52,878 － － －

未収入金 1,585 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券     

　　１．債券     

　　　　・国債・地方債等 － － － －

　　　　・社債 － － － －

　　２．その他 － － － －

　その他有価証券のうち満期があるもの     

 　１．債券     

　　　　・国債・地方債等 － － － －

　　　　・社債 150 900 800 1,000

　　２．その他 － － － －

合計 68,242 900 800 1,000
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（注4）長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 1,625 － － － － －

長期借入金 411 80 23 12 6 －

リース債務 2 2 2 2 1 0

合計 2,039 82 25 14 8 0
 

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 1,641 － － － － －

長期借入金 110 43 27 6 － －

リース債務 3 3 3 2 1 －

合計 1,754 46 30 9 1 －
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(有価証券関係)

１． 満期保有目的の債券

前連結会計年度 (平成26年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの

   

　　国債・地方債等 ― ― ―

　　社債 500 500 0

　　その他 ― ― ―

小計 500 500 0

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

   

　　国債・地方債等 ― ― ―

　　社債 ― ― ―

　　その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 500 500 0
 

 

当連結会計年度 (平成27年３月31日)

　該当事項はありません。
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２． その他有価証券

前連結会計年度 (平成26年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

　株式 8,197 4,547 3,649

　債券    

　　国債・地方債等 ― ― ―

　　社債 1,679 1,655 24

　　その他 ― ― ―

　その他 155 134 21

小計 10,032 6,336 3,695

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

　株式 341 409 △67

　債券    

　　国債・地方債等 ― ― ―

　　社債 177 179 △1

　　その他 ― ― ―

　その他 ― ― ―

小計 519 589 △69

合計 10,551 6,926 3,625
 

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。

 
当連結会計年度 (平成27年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

　株式 10,945 5,013 5,932

　債券    

　　国債・地方債等 ― ― ―

　　社債 2,350 2,327 23

　　その他 ― ― ―

　その他 160 129 31

小計 13,456 7,470 5,986

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

　株式 59 71 △11

　債券    

　　国債・地方債等 ― ― ―

　　社債 676 693 △16

　　その他 ― ― ―

　その他 ― ― ―

小計 736 764 △28

合計 14,192 8,234 5,957
 

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。

 

EDINET提出書類

株式会社立花エレテック(E02678)

有価証券報告書

61/95



 

３． 連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度 (平成25年４月１日　至平成26年３月31日)

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 0 0 ―

その他 18 11 ―

合計 19 11 ―
 

 

当連結会計年度 (平成26年４月１日　至平成27年３月31日)

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 112 5 ―

その他 ― ― ―

合計 112 5 ―
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(デリバティブ取引関係)

  　

　１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引の連結決算日における契約額または契約において定められた

元本相当額、時価及び評価損益、時価の算定方法は次のとおりです。

 

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

 
デリバティブ
取引の種類

契約額等
(百万円)

うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外の取引

為替予約取引     

　売建     

 　米ドル 236 － △21 △21

 　中国元 6 － △0 △0
 

（注）取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

　２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額または契約において定められた元本相当額等は、次のとお

りです。

 

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
(百万円)

うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

当該時価の
算定方法

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引

長期借入金

    

     
　支払固定
　・受取変動

260 － （注） ―

為替予約等の
振当処理

為替予約取引

買掛金

   

取引金融機関から
提示された価格等
によっております。

　買建    

 　米ドル 194 － 2

 　ユーロ 5 － 0

 　香港ドル 3 － 0
 

(注)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類

主な
ヘッジ対象

契約額等
(百万円)

うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

当該時価の
算定方法

為替予約等の
振当処理

為替予約取引

買掛金

   

取引金融機関から
提示された価格等
によっております。

　買建    

 　米ドル 37 － 0

 　ユーロ － － －

 　香港ドル 2 － △0
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

　連結財務諸表提出会社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度を設けております。なお、一部の連

結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付

費用を計算しております。また、当社において退職給付信託を設定しております。

　当社及び一部の連結子会社は複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、このうち、自社の拠出に対

応する年金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と同様に会計処理してお

ります。

　

複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度241

百万円、当連結会計年度240百万円であります。

　
(1) 複数事業主制度の直近の積立状況

（百万円）

 
前連結会計年度

平成25年３月31日現在
当連結会計年度

平成26年３月31日現在

年金資産の額 70,017 77,624

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金

の額との合計額(注)
81,046 84,776

差引額 △11,028 △7,152
 

　(注)前連結会計年度においては「年金債務の額(責任準備金+未償却過去勤務債務残高)」と掲記していた項目であ

ります。

(2) 複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）　6.9%

　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）　6.6%

(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高(前連結会計年度13,151百万円、当連結会計

年度12,179百万円)、繰越剰余金(前連結会計年度2,122百万円、当連結会計年度5,026百万円)であります。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しておりません。

 
２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

退職給付債務の期首残高 4,046 4,055

会計方針の変更による累積的影響額 ― 247

会計方針の変更を反映した期首残高 4,046 4,302

勤務費用 214 227

利息費用 59 42

数理計算上の差異の発生額 △29 △67

退職給付の支払額 △236 △140

退職給付債務の期末残高 4,055 4,365
 

　
(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

年金資産の期首残高 3,300 3,602

期待運用収益 33 36

数理計算上の差異の発生額 210 428

事業主からの拠出額 266 266

退職給付の支払額 △207 △140

年金資産の期末残高 3,602 4,194
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(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 210 214

退職給付費用 19 32

退職給付の支払額 △10 △14

制度への拠出額 △4 △3

新規連結に伴う増加 ― 360

退職給付に係る負債の期末残高 214 590
 

　
(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表
（百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 4,320 4,638

年金資産 △3,657 △4,249

 663 388

非積立型制度の退職給付債務 4 373

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 667 761

退職給付に係る負債 667 761

退職給付に係る資産 ― ―

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 667 761
 

（注）簡便法を適用した制度を含みます。
　
(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

勤務費用 214 227

利息費用 59 42

期待運用収益 △33 △36

数理計算上の差異の費用処理額 9 △27

過去勤務費用の費用処理額 △1 △1

簡便法で計算した退職給付費用 19 32

確定給付制度に係る退職給付費用 269 238
 

　

(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

過去勤務費用 ― △1

数理計算上の差異 ― 468

合計 ― 467
 

　

(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
（百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

未認識過去勤務費用 8 10

未認識数理計算上の差異 48 △420

合計 57 △410
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(8) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

債券 14% 15%

株式 34% 40%

一般勘定 46% 41%

その他 6% 4%

合計 100% 100%
 

（注）年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が前連結会計年度15％、当連結会計年度

18％含まれております。

　

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

割引率 1.5% 1.0%

長期期待運用収益率 1.0% 1.0%

予想昇給率 4.7% 4.7%
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(税効果会計関係)

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

(繰延税金資産)   

 貸倒引当金 22百万円 21百万円

 賞与引当金 367百万円 328百万円

 未払事業税 82百万円 73百万円

 退職給付に係る負債 288百万円 294百万円

 役員退職慰労金 30百万円 27百万円

 有価証券評価損 139百万円 114百万円

 商品評価損 26百万円 61百万円

 繰越欠損金 264百万円 217百万円

 その他 149百万円 236百万円

繰延税金資産 小計 1,370百万円 1,375百万円

 評価性引当額 △557百万円 △577百万円

繰延税金資産 合計 813百万円 797百万円

(繰延税金負債)   

 その他有価証券評価差額金 △1,214百万円 △1,808百万円

 子会社の留保利益金 △68百万円 △89百万円

 その他 △38百万円 △140百万円

繰延税金負債 合計 △1,321百万円 △2,039百万円

繰延税金資産の純額 △508百万円 △1,241百万円
 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

流動資産―繰延税金資産 576百万円 559百万円

固定資産―繰延税金資産 28百万円 10百万円

固定負債―繰延税金負債 1,114百万円 1,811百万円
 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

法定実効税率 37.9％ 35.6％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

1.3％ 1.0％

住民税均等割等 0.7％ 0.6％

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目

△0.5％ △0.5％

評価性引当額 △0.7％ △0.5％

負ののれん償却額 △3.4％ △1.8％

在外子会社の税率差異 △2.3％ △1.4％

持分法投資損益 △2.1％ △0.6％

子会社化関連損益 ― △7.8％

税率変更による期末繰延税金資産
の減額修正

0.7％ 1.0％

税額控除 ― △0.5％

その他 0.4％ 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

32.0％ 25.5％
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　３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債

の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の

35.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.0％、平成

28年４月１日以降のものについては32.2％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が132百万円減少し、当連結会計年度に計上

された法人税等調整額が72百万円増加しております。

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称     株式会社高木商会

事業の内容　　　　　　ＦＡ機器、産業機械、電子機器などの販売

② 企業結合を行った主な理由

平成24年６月より同社との間で実施している資本業務提携により両社の事業シナジーに一定の成果が確認され

ました。今後さらにその効果を追求するには、株式保有比率を高め連結子会社とすることが有用であると判断

いたしました。

③ 企業結合日

平成26年12月25日(株式取得日)

平成26年12月31日(みなし取得日)

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

⑤ 結合企業の名称

変更ありません。

⑥ 取得した議決権比率

企業結合の直前に所有していた議決権比率 47.84％

企業結合日に追加取得した議決権比率 33.33％

取得後の議決権比率 81.18％
 

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社による現金を対価とする株式取得であるため。

 

(2) 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成27年１月１日から平成27年３月31日

 

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価

企業結合直前に所有していた株式会社高木商会の株式の企業結合日
における時価

994百万円

企業結合日に追加取得した株式の取得原価 693百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 5百万円

取得原価  1,693百万円
 

 

(4) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差損　　　2,475百万円
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(5) 負ののれん発生益の金額及び発生原因

① 負ののれん発生益の金額

4,075百万円

② 発生原因

企業結合日の被取得企業の時価純資産が取得価額を上回ったことによるものであります。

 

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び負債の額並びにその主な内訳

流動資産 9,864百万円

固定資産 1,476百万円

資産合計 11,341百万円

流動負債 3,773百万円

固定負債 462百万円

負債合計 4,235百万円
 

 

(7) 企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額及びその算定方法

売上高 13,286百万円

営業利益 430百万円

経常利益 347百万円

税金等調整前当期純利益 349百万円

当期純利益 110百万円
 

 
(概算額の算定方法）

 企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と当社連結損益計算書にお

ける売上高及び損益状況との差額に、当該期間に係る持分法投資損益及び少数株主損益の調整を行い算出しておりま

す。なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

　当社企業グループは、取り扱う商品・サービスを基軸として区分した事業の種類別に国内及び海外の包括的な

戦略を立案し、事業活動を展開しております。当社企業グループの報告セグメント及びその主要取扱商品・サー

ビスは次のとおりであります。

報告セグメント 主要取扱商品・サービス

ＦＡシステム事業
プログラマブルコントローラー、インバーター、ＡＣサーボ、各種モーター、配電制
御機器、産業用ロボット、放電加工機、レーザー加工機

半導体デバイス事業
半導体（マイコン、ＡＳＩＣ、パワーデバイス、メモリー、アナログＩＣ、ロジック
ＩＣ）、電子デバイス（メモリーカード、密着イメージセンサー、液晶）

施設事業
パッケージエアコン他空調機器、ＬＥＤ照明、太陽光発電システム、スマート電化機
器、ルームエアコン、昇降機、受変電設備機器、監視制御装置

産業デバイスコンポーネント
事業

エンベデッド機器、ＦＡパソコン、タッチパネルモニター、監視カメラ、ネットワー
ク機器、ＲＦＩＤシステム

 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益又は損失は、営業利益ベースの数値であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

        (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結
財務諸表
計上額

FAシステム

事業

半導体デバ

イス事業
施設事業

産業デバイ

スコンポー

ネント事業

計

売上高          

外部顧客への売上高 66,758 51,842 13,145 5,417 137,163 4,721 141,884 － 141,884

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － － － － － － － －

計 66,758 51,842 13,145 5,417 137,163 4,721 141,884 － 141,884

セグメント利益(営業利益) 2,574 1,359 284 86 4,305 61 4,367 － 4,367

セグメント資産 33,664 15,937 7,344 2,743 59,690 2,964 62,654 25,579 88,233

その他の項目          

　減価償却費 135 83 25 13 259 30 289 － 289

　持分法投資利益 317 － － － 317 － 317 － 317

　持分法適用会社への投資額 3,347 － － － 3,347 － 3,347 － 3,347

　有形固定資産及び無形

　固定資産の増加額
122 65 22 11 221 26 248 － 248

 

(注)１  「その他」の内容は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「ソリューション事業」及び

「ＭＳ事業」を含んでおります。

   ２  セグメント資産の調整額25,579百万円は、報告セグメントに配分していない全社資産で、その主なものは、

余資運用資金（現金及び預金、有価証券等）及び長期投資資金（投資有価証券等）であります。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)２

合計
調整額
(注)３

連結
財務諸表
計上額

FAシステム

事業

半導体デバ

イス事業
施設事業

産業デバイ

スコンポー

ネント事業

(注)１

計

売上高          

外部顧客への売上高 71,741 53,380 12,667 4,379 142,168 5,252 147,421 － 147,421

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － － － － － － － －

計 71,741 53,380 12,667 4,379 142,168 5,252 147,421 － 147,421

セグメント利益又は損失(△)

(営業利益又は営業損失(△))
3,338 1,277 209 89 4,915 △55 4,860 － 4,860

セグメント資産 41,583 17,974 7,471 2,439 69,469 3,219 72,688 27,871 100,560

その他の項目          

　減価償却費 170 96 36 15 318 35 353 － 353

　持分法投資利益 133 － － － 133 － 133 － 133

　子会社化関連損益 1,599 － － － 1,599 － 1,599 － 1,599

　有形固定資産及び無形

　固定資産の増加額
902 519 206 89 1,718 209 1,928 － 1,928

 

(注)１  当連結会計年度より、従来の「情報通信事業」から「産業デバイスコンポーネント事業」にセグメント名称

を変更しております。

   ２  「その他」の内容は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「ソリューション事業」及び

「ＭＳ事業」を含んでおります。

   ３  セグメント資産の調整額27,871百万円は、報告セグメントに配分していない全社資産で、その主なものは、

余資運用資金（現金及び預金、有価証券等）及び長期投資資金（投資有価証券等）であります。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

120,109 21,592 181 141,884
 

  (注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　

(2) 有形固定資産

(単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

3,488 8 － 3,497
 

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載しておりま

せん。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

124,011 23,285 124 147,421
 

  (注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

(単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

6,031 10 － 6,041
 

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載しておりま

せん。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

       (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)２

全社・
消去

合計FAシステム

事業

半導体デバ

イス事業
施設事業

産業デバイ

スコンポー

ネント事業

計

（のれん）         

当期償却額 － － － － － － － －

当期末残高 － － － － － － － －

（負ののれん）         

当期償却額 500 － － － 500 － － 500

当期末残高 375 － － － 375 － － 375
 

(注)１  負ののれんの償却額は、セグメント利益または損失の額に含まれておりません。

   ２  「その他」の内容は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「ソリューション事業」及び

「ＭＳ事業」を含んでおります。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

       (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)３

全社・
消去

合計FAシステム

事業

半導体デバ

イス事業
施設事業

産業デバイ

スコンポー

ネント事業

(注)２

計

（のれん）         

当期償却額 － － － － － － － －

当期末残高 － － － － － － － －

（負ののれん）         

当期償却額 375 － － － 375 － － 375

当期末残高 － － － － － － － －
 

(注)１  負ののれんの償却額は、セグメント利益または損失の額に含まれておりません。

   ２  当連結会計年度より、従来の「情報通信事業」から「産業デバイスコンポーネント事業」にセグメント名称

を変更しております。

   ３  「その他」の内容は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「ソリューション事業」及び

「ＭＳ事業」を含んでおります。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

 　該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

ＦＡシステム事業において、持分法適用関連会社であった株式会社高木商会を追加株式取得により、子会社化

いたしました。これにより発生した負ののれん発生益4,075百万円から段階取得に係る差損2,475百万円を差し引

いた1,599百万円を子会社化関連損益として計上しております。なお、この金額はセグメント利益の金額には含ま

れておりません。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 1,775円66銭 2,056円96銭

１株当たり当期純利益金額 153円13銭 209円09銭
 

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 当社は、平成27年４月１日付で普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び、１株当たり当期純利益金額を算

定しております。

３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 3,830 5,440

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,830 5,440

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,017 26,020
 

 

(重要な後発事象)

当社は、平成26年12月12日開催の取締役会決議に基づき、当社株式の一層の流動性向上、さらには株主還元を図る

ことを目的に、次の株式分割を行っております。　

１．株式分割の割合及び時期

平成27年４月１日付をもって平成27年３月31日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有株式数　　

を、１株につき1.2株の割合をもって分割する。

２．分割により増加する株式数　　4,337,540株

３．１株当たり情報に及ぼす影響は、（１株当たり情報）に反映されております。
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,625 1,641 0.65 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 411 110 1.48 ―

１年以内に返済予定のリース債務 2 3 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のもの
を除く)

122 77 1.51
平成28年４月20日

から
平成30年10月20日

リース債務(１年以内に返済予定のもの
を除く)

8 10 ―
平成28年４月４日

 から
平成31年10月４日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 2,169 1,842 ― ―
 

(注) １．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。
 

 
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 43 27 6 ―

リース債務 3 3 2 1
 

３．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結

貸借対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 32,075 67,156 100,865 147,421

税金等調整前
四半期(当期)純利益金額

(百万円) 1,177 2,714 5,611 7,333

四半期(当期)純利益金額 (百万円) 848 1,889 4,393 5,440

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 32.60 72.63 168.84 209.09
 

 

 (会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 32.60 40.03 96.21 40.25
 

（注）当社は、平成27年４月１日付で普通株式１株当たり1.2株の割合で株式分割を行いましたが、当連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しております。
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２ 【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,451 5,948

  受取手形 ※1  10,083 ※1  10,305

  売掛金 ※1  29,849 ※1  30,114

  有価証券 500 ―

  商品 5,273 5,650

  前渡金 ※１  213 738

  前払費用 87 74

  繰延税金資産 513 431

  未収入金 ※１  1,781 ※１  1,822

  その他 ※１  832 ※１  875

  貸倒引当金 △41 △42

  流動資産合計 57,545 55,918

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,986 2,702

   構築物 41 52

   車両運搬具 4 2

   工具、器具及び備品 158 208

   土地 392 1,160

   有形固定資産合計 2,584 4,126

  無形固定資産   

   ソフトウエア 202 203

   その他 10 49

   無形固定資産合計 212 252

  投資その他の資産   

   投資有価証券 8,033 11,344

   関係会社株式 5,242 5,940

   出資金 0 0

   長期貸付金 ※１  187 ※１  233

   破産更生債権等 9 1

   長期前払費用 24 24

   差入保証金 262 106

   その他 345 345

   貸倒引当金 △13 △8

   投資その他の資産合計 14,092 17,987

  固定資産合計 16,889 22,367

 資産合計 74,434 78,285
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           (単位：百万円)

          前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 978 ※１  1,673

  買掛金 ※１  27,176 ※１  25,970

  短期借入金 1,530 1,570

  1年内返済予定の長期借入金 360 50

  未払金 ※１  800 ※１  841

  未払費用 262 239

  未払法人税等 1,064 738

  未払消費税等 84 126

  前受金 368 ※１  1,177

  預り金 566 565

  前受収益 14 14

  賞与引当金 919 843

  流動負債合計 34,126 33,810

 固定負債   

  長期借入金 50 ―

  繰延税金負債 943 1,430

  退職給付引当金 395 582

  関係会社事業損失引当金 113 113

  資産除去債務 10 7

  その他 82 82

  固定負債合計 1,595 2,216

 負債合計 35,721 36,026

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,874 5,874

  資本剰余金   

   資本準備金 5,674 5,674

   その他資本剰余金 313 313

   資本剰余金合計 5,988 5,988

  利益剰余金   

   利益準備金 349 349

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 44 ―

    別途積立金 21,100 23,000

    繰越利益剰余金 3,164 3,295

   利益剰余金合計 24,658 26,645

  自己株式 △2 △4

  株主資本合計 36,518 38,504

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 2,193 3,754

  繰延ヘッジ損益 1 0

  評価・換算差額等合計 2,194 3,754

 純資産合計 38,713 42,258

負債純資産合計 74,434 78,285
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 ※１  110,986 ※１  110,888

売上原価 ※１  96,979 ※１  96,269

売上総利益 14,006 14,618

販売費及び一般管理費 ※２  10,450 ※２  10,699

営業利益 3,556 3,919

営業外収益   

 受取利息及び受取配当金 324 287

 仕入割引 9 12

 為替差益 151 146

 雑収入 225 92

 営業外収益合計 711 538

営業外費用   

 支払利息 29 23

 売上割引 179 181

 雑損失 44 30

 営業外費用合計 252 235

経常利益 4,015 4,222

特別利益   

 固定資産売却益 0 ―

 投資有価証券売却益 11 5

 特別利益合計 11 5

特別損失   

 固定資産除却損 1 4

 ゴルフ会員権評価損 2 ―

 特別損失合計 3 4

税引前当期純利益 4,023 4,223

法人税、住民税及び事業税 1,572 1,435

法人税等調整額 △14 122

法人税等合計 1,557 1,557

当期純利益 2,466 2,666
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 5,692 5,492 76 5,569

会計方針の変更による

累積的影響額
    

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
5,692 5,492 76 5,569

当期変動額     

新株の発行 182 182  182

剰余金の配当     

当期純利益     

固定資産圧縮積立金の

取崩
    

別途積立金の積立     

自己株式の取得     

自己株式の処分   237 237

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 182 182 237 419

当期末残高 5,874 5,674 313 5,988
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産圧縮

積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 349 45 19,600 2,612 22,608

会計方針の変更による

累積的影響額
     

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
349 45 19,600 2,612 22,608

当期変動額      

新株の発行      

剰余金の配当    △415 △415

当期純利益    2,466 2,466

固定資産圧縮積立金の

取崩
 △1  1 ―

別途積立金の積立   1,500 △1,500 ―

自己株式の取得      

自己株式の処分      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― △1 1,500 551 2,050

当期末残高 349 44 21,100 3,164 24,658
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(単位：百万円)

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △477 33,391 1,074 4 1,079 34,471

会計方針の変更による

累積的影響額
      

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
△477 33,391 1,074 4 1,079 34,471

当期変動額       

新株の発行  364    364

剰余金の配当  △415    △415

当期純利益  2,466    2,466

固定資産圧縮積立金の

取崩
 ―    ―

別途積立金の積立  ―    ―

自己株式の取得 △1 △1    △1

自己株式の処分 475 712    712

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  1,118 △2 1,115 1,115

当期変動額合計 474 3,126 1,118 △2 1,115 4,242

当期末残高 △2 36,518 2,193 1 2,194 38,713
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 当事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 5,874 5,674 313 5,988

会計方針の変更による

累積的影響額
    

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
5,874 5,674 313 5,988

当期変動額     

新株の発行     

剰余金の配当     

当期純利益     

固定資産圧縮積立金の

取崩
    

別途積立金の積立     

自己株式の取得     

自己株式の処分   0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― 0 0

当期末残高 5,874 5,674 313 5,988
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産圧縮

積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 349 44 21,100 3,164 24,658

会計方針の変更による

累積的影響額
   △159 △159

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
349 44 21,100 3,004 24,499

当期変動額      

新株の発行      

剰余金の配当    △520 △520

当期純利益    2,666 2,666

固定資産圧縮積立金の

取崩
 △44  44 ―

別途積立金の積立   1,900 △1,900 ―

自己株式の取得      

自己株式の処分      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― △44 1,900 291 2,146

当期末残高 349 ― 23,000 3,295 26,645
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(単位：百万円)

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △2 36,518 2,193 1 2,194 38,713

会計方針の変更による

累積的影響額
 △159    △159

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
△2 36,358 2,193 1 2,194 38,553

当期変動額       

新株の発行       

剰余金の配当  △520    △520

当期純利益  2,666    2,666

固定資産圧縮積立金の

取崩
 ―    ―

別途積立金の積立  ―    ―

自己株式の取得 △1 △1    △1

自己株式の処分 0 0    0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  1,561 △1 1,559 1,559

当期変動額合計 △1 2,145 1,561 △1 1,559 3,704

当期末残高 △4 38,504 3,754 0 3,754 42,258
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

 

(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式・・・・移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの・・・・移動平均法による原価法によっております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付属設備は除く）については、定

額法によっております。

なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

建物　　　　　　　　　３年～50年

構築物　　　　　　　　３年～50年

車両運搬具　　　　　　４年～６年

工具、器具及び備品　　２年～20年

(2) 無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づいております。

　

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、実際支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、従業員部分については、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。執行役員部分については、当社内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基

準によっております。　　　

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により費用処

理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法により按分した額を費用処理しております。

(4) 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業による損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案して必要額を計上しております。

　

EDINET提出書類

株式会社立花エレテック(E02678)

有価証券報告書

84/95



 

４．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）によっております。

その他の工事

工事完成基準によっております。

５．その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) ヘッジ会計の処理

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当

処理によっております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。）を当

事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を退職給付の支払見込期

間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度

の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付に係る負債が247百万円増加し、利益剰余金が159百万円減少しておりま

す。なお、当事業年度の営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益及び１株当たり純資産額に与える影響は軽

微であります。

 

(表示方法の変更)

(損益計算書関係)

前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「業務受託料」（前事業年度84百万円）、

「受取手数料」（前事業年度72百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度において「雑収

入」に含めて表示し、「受取利息」（前事業年度11百万円）、「受取配当金」（前事業年度313百万円）につい

ては、「受取利息」の金額的重要性が乏しくなったため、「受取利息及び受取配当金」として掲記しておりま

す。また、「営業外費用」の「シンジケートローン手数料」（前事業年度10百万円）についても、金額的重要

性が乏しくなったため、当事業年度において「雑損失」に含めて表示しております。

 

(単体簡素化に伴う財規第127条の適用及び注記の免除等に係る表示方法の変更)

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務

諸表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注

記に変更しております。

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載を省略してお

ります。

 
当該表示方法の変更により影響を受ける主な項目に係る前事業年度における金額は以下のとおりでありま

す。

前事業年度において、独立掲記しておりました「固定資産」の「従業員に対する長期貸付金」３百万円、

「関係会社長期貸付金」184百万円は、「長期貸付金」187百万円として表示しております。

前事業年度において、独立掲記しておりました「固定資産」の「減価償却累計額」4,485百万円は、各資産の

金額から直接控除して表示しております。

前事業年度において、独立掲記しておりました「商品期首たな卸高」6,133百万円、「当期商品仕入高」

95,797百万円、「他勘定受入高」378百万円、「他勘定振替高」55百万円、「商品期末たな卸高」5,273百万円

等は、「売上原価」96,979百万円として表示しております。

前事業年度において、独立掲記しておりました「販売費及び一般管理費」の主要な費目及び金額は、損益計

算書注記※２のとおりであります。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

短期金銭債権 2,495百万円 2,875百万円

長期金銭債権 　184百万円 234百万円

短期金銭債務 749百万円 823百万円
 

 

　２ 保証債務

前事業年度
(平成26年３月31日)

 
当事業年度

(平成27年３月31日)

関係会社の仕入れ取引契約に係る
債務保証

103百万円  
関係会社の仕入れ取引契約に係る
債務保証

75百万円

関係会社の銀行借入金の保証 92百万円  関係会社の銀行借入金の保証 48百万円
 

　

(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

営業取引による取引高   

売上高 4,885百万円 4,691百万円

仕入高 1,914百万円 1,952百万円

営業取引以外の取引による取引高 191百万円 107百万円
 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

運送費及び保管費 1,237百万円 1,356百万円

給料及び手当 4,240百万円 4,353百万円

賞与引当金繰入額 919百万円 843百万円

退職給付引当金繰入額 250百万円 206百万円

減価償却費 260百万円 321百万円
 

　
おおよその割合

販売費 14％ 15％

一般管理費 86％ 85％
 

 
(有価証券関係)

　子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株

式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のと

おりです。

（単位：百万円）

区分
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

子会社株式 2,461 5,940

関連会社株式 2,780 －

計 5,242 5,940
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

(繰延税金資産)   

　貸倒引当金 15百万円 16百万円

　賞与引当金 327百万円 278百万円

　未払事業税 78百万円 57百万円

　退職給付引当金 188百万円 234百万円

　役員退職慰労金 29百万円 26百万円

　有価証券評価損 91百万円 82百万円

　関係会社株式評価損 384百万円 347百万円

　商品評価損 25百万円 30百万円

　関係会社事業損失引当金 40百万円 36百万円

　その他 113百万円 83百万円

繰延税金資産　小計 1,296百万円 1,193百万円

　評価性引当額 △574百万円 △522百万円

繰延税金資産　合計 721百万円 671百万円

(繰延税金負債)   

　その他有価証券評価差額金 1,133百万円 1,670百万円

　その他 17百万円 0百万円

繰延税金負債　合計 1,150百万円 1,671百万円

繰延税金資産の純額 △429百万円 △999百万円
 

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

流動資産―繰延税金資産 513百万円 431百万円

固定負債―繰延税金負債 943百万円 1,430百万円
 

 

 ２．　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の100分の５以下であるため記載

を省略しております。

 
 ３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債

の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の

35.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.0％、平

成28年４月１日以降のものについては32.2％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が117百万円減少し、当事業年度に計上さ

れた法人税等調整額が59百万円増加しております。

(重要な後発事象)

当社は、平成26年12月12日開催の取締役会決議に基づき、当社株式の一層の流動性向上、さらには株主還元を図る

ことを目的に、次の株式分割を行っております。　

１．株式分割の割合及び時期

平成27年４月１日付をもって平成27年３月31日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有株式数　　

を、１株につき1.2株の割合をもって分割する。

２．分割により増加する株式数　　4,337,540株
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 1,986 864 3 145 2,702 4,002

構築物 41 17 ― 7 52 72

車両運搬具 4 ― ― 1 2 13

工具、器具及び
備品

158 132 0 83 208 570

土地 392 768 ― ― 1,160 ―

計 2,584 1,783 3 237 4,126 4,658

無形固定資産 ソフトウェア 202 83 ― 82 203 ―

その他 10 39 ― 0 49 ―

計 212 122 ― 82 252 ―
 

(注)「建物」の当期増加額のうち主なものは、東京支社事務所の取得によるものであります。

「土地」の当期増加額は、東京支社事務所の取得によるものであります。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 54 1 5 50

賞与引当金 919 843 919 843

関係会社事業損失引当金 113 ― ― 113
 

 
(2)【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3)【その他】

　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
買増し

 

　　取扱場所
（特別口座）
大阪府大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであ
ります。
　http://www.tachibana.co.jp/

株主に対する特典 ありません
 

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4) 単元未満株式の買増を請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書

及びその添付書類、

有価証券報告書の

確認書

事業年度

(第85期)

自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日
 平成26年６月30日
関東財務局長に提出。

      
(2) 内部統制報告書 事業年度

(第85期)

自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日
 平成26年６月30日
関東財務局長に提出。

      
(3) 四半期報告書、四

半期報告書の確認書

(第86期)

第１四半期

自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日
 平成26年８月11日
関東財務局長に提出。

  (第86期)

第２四半期

自　平成26年７月１日

至　平成26年９月30日
 平成26年11月13日
関東財務局長に提出。

  (第86期)

第３四半期

自　平成26年10月１日

至　平成26年12月31日
 平成27年２月12日
関東財務局長に提出。

 

 

(4) 臨時報告書  

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主
総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報告書である。

 

平成26年７月１日

関東財務局長に提出。

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える
事象）に基づく臨時報告書である。

平成26年12月25日

関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成27年６月18日
 

株式会社　立花エレテック

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　川　　﨑　　洋　　文　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　矢　　倉　　幸　　裕　　㊞

 

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社立花エレテックの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社立花エレテック及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社立花エレテックの平

成27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社立花エレテックが平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成27年６月18日
 

株式会社　立花エレテック

取締役会　御中
 

　

有限責任監査法人トーマツ  
 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　川　　﨑　　洋　　文　　㊞

 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　矢　　倉　　幸　　裕　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社立花エレテックの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第86期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社立花エレテックの平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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